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序章 本研究の背景と研究課題 
 
第1節 本研究の背景 
1949年の新中国の成立後，中国政府では長い間工業を重視する「重工軽農」の発展戦略
を実施してきた。つまり，農村の資源を都市に移転させ，都市の工業成長に必用な資金・
資材を提供することであった。また，同時に農村人口の都市への移動を禁じ，農家の出稼
ぎや都市での定住を厳しく制限する「戸籍制度」が実施された1）。このような状況を改善す
るために，1978年には改革開放政策（当年の12月に開催された中国共産党・第11期中央委
員会第3回総会による）がスタートし，中国の農業・農村に関しては様々な改革を行うこと
になった。 
まず，中国では 1980 年代に入ると人民公社 2）から農業生産請負制への転換を行い，集団
による管理体制の形態から，各農家単位で生産・出荷および経営を管理する形態へと変化
した 3）。つまり，農地の集団所有権は維持したまま，農地の使用権が「村民委員会」，「村
民小組」4）から各農家単位に均等に配分された。このような変化によって食糧 5）不足問題
は解決されたが，零細な小農経営が支配的な状態になった。 
また，農家の農業経営のさらなる安定化を図るため，1993 年に中国共産党・中央国務院
から，「当面の農業・農村経済発展に関する若干の措置」6）の通達が出され，土地の請負期
間は，元の土地請負期間が終了した後も，さらに 30年間延長することとされた。この通達
では請負農地の頻繁な変動を防いで耕作者の土地に関する安心感を担保するため「人口が
増えても土地を増やさず，人口が減っても土地を減らさない」という土地調整の停止勧告
がなされた。これは家族人数の増減による配分農地のさらなる調整を行わないことを意味
する。このような一連の政策によって，農業生産に対する農家の生産意欲は向上し，農産
物の増産も実現した。つまり，新中国の成立とともに農村地域における農業経営は，土地
の私有を基本とする家族経営から計画経済下の集団経営，さらに集団所有の土地を請け負
う形の家族経営という変化を経験し，農業経営が再び家族単位に回帰することになった。 
ほかにも，戸籍制度により厳しく制限された農民の都市への移動も1980年代の後半から
は部分的に認めることになった。また，「農民工」と呼ばれる農村人口の出稼ぎ労働者に
関する保護政策も2000年以降から整備されることになり， 1990年後半から行われた都市化
の進展と労働市場の整備は，農家労働力の農外流出を促進し，農家の生活改善にも積極的
な役割を果たした。ただし，このような農外就業は鉱業・建築業・製造業等の肉体労働を
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必要とする産業が中心であり，専門技術に対する要求が低い部門であった。これらの肉体
労働は往々にして都市の労働者が従事したがらない3K（きつい，汚い，危険）仕事であっ
た。 
2000年以降，中国では農業・農村・農民問題を「三農問題」と呼びその解決を最大の政
策課題として位置付けるようになった。特に，2004年以降2016年まで13年連続で「三農問
題」が「中央一号文件」の主題となっている7）。改革開放以降，数十年の農村改革は確かに
農村経済の高成長をもたらし，中国の全体的な経済成長にも積極的な役割を果たした。た
だし，市場経済の下における農家の相対的貧困問題や地域間格差の拡大，農家労働力の流
動化問題等は依然として存在し，中国の三農問題および経済全体の改革を一層推進してい
くためには避けられない壁となっている。 
改革開放以降，特に今世紀に入ってから政府では農家の相対的な貧困問題を解決するた
めに一連の農業改革を行い，都市と農村の格差問題を解決するように力を入れた。加え 
て，中国では農家の所得向上および生態環境の破壊を抑制するため，2000年頃から「退耕
還林」8）が実施された。ただし，現状では環境の改善だけが先行し，農家の所得向上の効果
はあまりみられず，農家の貧困問題も依然として存在する。特に，「退耕還林」などの影
響により経営農地が減少した山間地の農村地域では，生活手段として頼り続けてきた農地
を喪失するとともに農業所得が減少し，農家の生存にも関わる喫緊な課題となってきた。 
さらに，グローバル化が進行する中，農業生産の条件不利地域とされる一部の山間地農
村では，過疎化や農業就業人口の高齢化による農地管理能力の低下への懸念や，経営の粗
放化等の課題が発生している。また，これらの地域の基幹産業である農業は，近代化が進
む中，他地域や他産業との競争にさらされ，効率化を求めた大規模農業経営との差が大き
くなってきた。その結果，それら地域固有の自然的・社会的特性は不利な条件として働く
ことになった。兼業化・過疎化・高齢化に伴う労働力の弱体化，経営農地面積の縮小は農
業だけでなく，地域経済全体の衰退を招く。特に労働力不足などにより発生する耕作放棄
は，隣接している農地の耕作条件に悪影響を及ぼし，そこでの農業生産活動の継続を困難
にするだけでなく，近隣住民の居住条件にも影響し，離村を促す一因ともなる（小倉，200
9）。現状では，中国の国土面積のうち山間地の面積は半分近く占めており，重要な構成部
分となっている9）。全国31の省・市・自治区のうち25の省・市・自治区で半分以上が山間地
となっている。さらに，これらの地域で占めているGDPは全国の約50％であり，中国の経済
発展にも重要な役割を果たしている（陳ほか，2010；2-3）。ただし，山間地域では都市化
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の水準が低く，農業を中心とする農村地域が多い。したがって，山間地農村の発展および
当該地域における農家の貧困問題の緩和は顕在化されている三農問題の解決にあって重要
なポイントだとも考えられる。 
まずは，一連の農政改革が実施する中，これらの山間地農村における農業経営の変化に
ついて把握することが求められる。特に，上述のような農地制度の改革と戸籍制度の改革
は山間地農村における農家の経営農地を減少させ，農家労働力の移動とともに従来の農業
経営にも一定の影響を及ぼすと考えられる。そのため，山間地農村における農業の変容過
程に関する研究は，このような地域における三農問題の改善という政策視点からみても有
意義であろう。 
 
第2節 先行研究の整理 
本節では，中国の山間地農村における経営農地の利用状況とその利用権の移動，また一
連の農政改革が実施された後の山間地農村における農家労働力の移動および農業経営の変
化に関する先行研究について整理する。 
2.1 山間地農村における経営農地の利用と利用権移動に関する研究 
 中国では 1970年代末からさまざまな農業生産責任制が試行され始めたが，最終的に農家
の生産意欲を向上させたのは農家経営請負制度「包幹到戸」の導入であった。この制度は
集団が所有する農地を世帯員と労働力に応じて分割して請け負い，あらかじめで結ばれた
請負契約に基づいて，国や集団への上納を除いた余剰のすべてを農家が自らのものとする
ことができる制度であった（池上ほか，2009：6）。 
大部分の地域では農地配分にあたって，集団所有の農地を幾つかの等級に区分し（水田，
平場畑地，傾斜畑地等），それらを各農家の世帯員数を基準に各農家に均等に配分した。し
かし，中国は 960 万㎢の広大な国土面積を有しているが，世界中で人口が最も多い国であ
るため，人口 1 人当たりの農地面積は世界およびアジアの平均水準よりも低く，日本の半
分程度でしかない。特に，山間地農村では，6 割以上の農家では一人当たりの経営農地が
1.5 ムー未満であり，全国の平均水準 1.8 ムーのよりも約 2 割低く，傾斜農地が多かった。
すなわち，約 1億ムーの農地では傾斜度が 25度を超え，営農条件が不利であった。加えて，
山間地農村では自然災害の影響を受けやすく，農産物の生産が不安定であった（社，2003；
146-147）。しかも，1980 年代から 1990年代にかけて，山間地では森林の伐採が加速化され，
その後一連の水土流失や洪水等の環境問題が発生し，農産物生産を含む中国の各種産業に
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大きな影響を与えた。このような状況を改善するためには緊急な対策が必要となり，1999
年からは退耕還林政策が始められた。本来は，農村開発と農家の所得向上を目指した政策
であったが，実質的には経営農地の減少，出稼ぎの増加とともに農村の過疎化を起こした
（佐藤ほか，2012；55-56，64）。つまり，山間地農村では経営農地の零細とともにその面
積も減少していると考えられる。 
一方，農家経営請負制度の導入後，農業経営規模拡大が一貫して政策上の重要な問題点
となり，農業に依存する農家が経営農地の規模拡大を行って経営基盤を強化することが，
農村経済を振興させるための焦眉の課題であった（馬ほか，2014）。そのためには，農家
間や他の農業経営体との間で経営農地の利用権の移動（以下，利用権の移動とする）が求
められる。利用権の移動化は，農家間の家族人数のアンバランスや農外就労といった事情
によって促進され，一部の農村地域では食糧作物の大規模栽培がみられるようになった。
このような動向に対して，董・菅沼（2010）では黒竜江省における朝鮮族の村を事例とし
て，農地経営権の流動化の現状を明らかにし，この地域における稲作経営の大規模化の存
立条件について検討した。とくに朝鮮族の住民が出稼ぎを行うことで相対的に農家が減少
し，農地の余剰が生まれ，利用権の移動化率が高くなったことを指摘した。兪（2011）で
は，経済発展が進んでいる蘇南地域における稲作経営の大規模化を事例に，利用権の移動
化のプロセスと支援政策の意義について解明し，政府による支援政策は利用権の移動化や
集約化の促進に決定的な役割を果たしていると指摘した。また，利用権の移動化の背景に
は，地域の非農業セクターの高い経済発展水準があると論じた。 
劉・八木（2010）では，吉林省西部における水田開発の現状と，開発された水田の請負
による大規模稲作経営の形成に注目し，経営主体に対する事例調査により，農業経営の動
向について論じた。水田の土地集積が進み，一部の大規模農家では効率的な経営が行われ
るようになったことが報告されているが，当該地域には広大な未開発の土地が残存してい
たという特殊条件が稲作経営の大規模化を促進したと考えられる。 
現在，中国の農村地域では，農業の低生産性や農民の貧困などの問題が山積している。
経営農地の大規模化は，これらの問題の解決にあたって，一定の効果を発揮すると考えら
れている。経営農地の大規模化によって，規模の経済性を高めるとともに，単位面積当た
りの労働力を減じることで，１人当たりの所得の向上を図ることが可能となる。しかしな
がら，経営規模の拡大が進展している地域は，地域経済が一定の水準にあったり，開発可
能な土地資源が多かったり，労働力の移動が多かったりする条件が必要であった。 
5 
 
一方,このような条件を満たさない山間地農村も広範にみられ，農村間の地域格差の問題
も深刻化している。山間地農村における利用権移動の特徴について，趙ほか（2011）では，
経済の発展が進んだ平地農村と遅れた山間農村との利用権の移動には，流動の方式や流動
の期間に大きな差異が存在していると論じた。平地農村の利用権の移動は，主に譲渡方式
で長期間流動であるが，山間地農村では主に転貸の方式で短期間流動であった。山間地農
村では，非農業セクターの発展が遅れているため，農地が最終的な生活手段として留保さ
れる傾向がある。社ほか（2015）では，吉林省の利用権の移動の地域差について，平原地
域の西部から山間地域の東部にかけて段階的に利用権の移動の割合が低くなることと，主
な流動方式が地域によって異なることを指摘した。 
 このように，山間地農村は，経済発展の著しい平地農村よりも利用権の移動が進展しな
いことが明らかにされてきた。山間地農村の利用権の移動の実態と農業経営の現状につい
ては，蔡（2010）による現地調査の報告がある。この報告によると山間地農村における利
用権の移動は小規模な段階にとどまり，しかも農家間の相対による流動が多く，村民委員
会等の農民集団組織を経由した法律的な効力をもつ流動は少数であることを指摘した。流
動の方式も親戚や友人への個人的な委託や賃借等が多く，農家間の農地交換は少ないなが
らみられるものの，交換後の経営規模や経営方式が変わらないため，大規模経営が成立し
ていない。つまり，経営は零細なままで農業の収益性も低い状態を脱していない。また，
山間農村では，農業経営の主体である農家は法律的な知識が乏しく，村の幹部も利用権の
移動に対する意識が低いことから，農地をめぐって金銭的なトラブルが生じかねないこと
が利用権の移動を抑制している。加えて，山間地農村の農家では長い間農地を唯一の生活
手段として頼り続けたので一定の金銭的補償を提供しても農地に対する執着が強く，農地
利用権の移動を拒否する状況が発生する（胡，2011；楊・李，2011）。また，邵ほか（2007）
のアンケート調査によると，山間地農村における利用権の移動は社会保障の整備により大
きく影響され，農家の農外就業とともに農地の利用権が流動する傾向がある。つまり，平
地農村と山間地農村は利用権移動の方式やその規定する要因に差異が生じ，山間地農村の
利用権の移動は農業経営そのものよりも社会経済の状況に大きく影響される。 
 山間地農村における農地の流動化は農家労働力の有無に大きく関与し，当該農家の出稼
ぎ人数の増減により経営農地面積に対する要求が変化する。そのため，出稼ぎが不安定で
ある貸し手農家では農地の流動期間を設定せず，いつでも回収できることを求める（王ほ
か，2012）。つまり，中国の山間地農村では農地の荒廃を防ぎ，流動率を促進するための
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農地利用権市場が形成しておらず，賦存された農地資源に対しても効率的に利用すること
が困難であった。 
一方，邵ほか（2015）では，32 郷鎮を対象に山間地農村における農地の傾斜度や耕作距
離などに関する農地の耕作条件について測定し，これらの農地の耕作条件と農地の流動化
や農地の荒廃への関連性について調査した。一般的に考えると，耕作条件が良い農地の荒
廃率は耕作条件の悪い農地より低いことが当然であるが，調査結果からみると農地の耕作
条件は農地の荒廃率に大きな影響を与えず，耕作条件が良い農地も荒廃するケースがあり，
耕作条件が悪くても農家ではその農地での耕作を続けることが一般的であった。さらに，
農地の流動化に関しても耕作条件が良い農地だけではなく，そうではない農地も流動する
ことが検出された。また，両者の流動率に関しては大きな差異が現れず比較的に低い水準
を維持していると指摘した。しかし，農地の利用権の流動を阻害する要因についてはふれ
られていない。山間地農村の内部において表面的には差がなくても，耕作を維持するか，
あるいは他者に利用権を移すかといったことは，圃場の条件によって異なっていることが
考えられる。 
 以上のように，中国の農地利用および利用権の移動に関する先行研究では，流動率の地
域差が明らかにされ，非農業セクターの発展が進んだ東部地域では安定的な農外収入によ
り農家の農地に対する依存度が低く，利用権の移動が進んだとされた。また，未開発の農
地や出稼ぎによる余剰農地の発生も経営農地の大規模化に結びつくことが明らかにされ
た。ただし，このような利用権の移動事例は上述のような前提条件を必要とする。一方，
現状ではこのような条件を満たさない地域も多く存在しており，中でも営農条件が不利な
山間地農村の衰退が深刻である。特に，山間地農村における農地の流動化について探って
みると山間地農村では農地の耕作条件を問わずその流動率が全体的に低い水準を維持して
いることが分かる。しかしながら，先行研究では山間地農村における経営農地の利用状況
について圃場の条件に踏み込みながら農地の流動化（利用権の移動）を阻害する要因に関
する考察が不十分であった。山間地農村では，圃場ことの条件が平地農村よりも大きく異
なるので，客観的な圃場条件を考慮しながら利用権移動の阻害要因についての分析するこ
とは山間地農村における農地資源の効率的な利用にも重要である。また，元々小規模であ
った山間地農村の経営農地が農地の林地化政策の実施や経済の進展とともに近年ではその
経営面積も減少しつつあり，農家の経営状況が変化している点に関しても充分な解明が行
われていない。 
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他方，山間地農村における農家労働力の移動や食糧作物の栽培から高収益性農産物の栽
培への転換など農業経営の変化も散見されるが，以下ではこの点に関する中国の政策的改
革と先行研究の成果について整理する。 
2.2 山間地農村における農家労働力の移動および農業経営の変化に関する研究 
近年，中国では経済発展による労働市場の拡大と戸籍制度の緩和を背景に，農家におい
ては，地元ないし出稼ぎの兼業機会が増加し，農外労賃による収入が増えてきた。そのた
め，自家労働力に対する機会費用を見直し，一般労働市場の賃金水準を参考にしながら農
業経営かあるいは農外雇用を選択することになった。ただし，現況では従来の営農条件が
不利な山間地農村から都市部への出稼ぎは広くみられるようになったものの，定住するに
は至らず，最終的に帰郷して自家の農地を経営する人が多い（馮，2005；石ほか，2011）。
また，採用されている農家労働力も若年層を中心とし，中でも男性の割合が高い。これら
の人は，出稼ぎ先での流動性が高く，頻繁に転職するなど，不安定就業の実態を現れ，農
村労働力の移動は不完全な形態であると指摘されている（石，2003；羅ほか，2011）。 
他方，中国の農業は長期的に，小農経済による自給自足の段階に留まり，生産規模が小
さく，技術の水準も低かった。そのため，商品化される農産物の数量は非常に限られ，商
品としての食料供給は不足していた。その後 1980年代に入ると農村改革の実施により，農
産物の部分的な商品化が進み，市場の供給範囲や取引範囲も大幅に拡大した。さらに，1990
年代以降は徐々に生産の専門化と全面的な商品化の段階に入り，食料消費の量的増加と質
的な高度化も実現するようになった（陳・池上，2009）。 
ただし，経済発展に伴い，都市と農村・農村と農村間の格差や産業間格差は依然として
存在する。特に，農業の生産性は低く，地域内の所得水準も低い営農条件が不利な山間地
農村では，農地の低生産性が経営農地の規模拡大を阻んでいるどころか，規模縮小を促す
という悪循環に陥っている。そのため，山間地農村では農業振興のためには別の道筋が求
められ，他地域にはない特徴を生かしながら，集約度を高めていくことが求められる（全・
高柳，2016：50）。言い換えれば，限られた地域資源を循環させて活用し，地域内にでき
るだけ多くの資本を蓄積するという地域内付加価値増加システムを形成することが必要で
あろう（谷口，2014；16）。つまり，山間地農村における農業は，その地域の自然条件を
利用し，農地という非移動性の生産手段により生産活動を行うことを基本的な形態とする
ため，与えられた自然条件，社会条件を生かして生産された限られた農産物や副産物を循
環させたり，加工させたりして独自性のある有用物を生産することによる農家の所得向上
8 
 
と山間地農村の農業振興が求められている（谷口，2014；20-21）。 
少子高齢化の進展とともに，中国の山間地農村の衰退がより急速に進んでいる。また，
このような地域では若者の大都市への進出とともに地域の衰退が一層加速化している。し
かし，山間地農村であっても地域固有の優位性を活用して，地域の振興を実現することは
可能である。 
 例えば,隣国の日本においても 1990 年以降に行われた外来資本に依存するような地域振
興の手法に限界がみられることから，特産物など既存の地域資源を活用し，地場企業を中
心とした内発的な地域振興が見直されるようになった（高柳，2011：1）。河藤（2010）で
は，中山間地域という厳しい立地条件により外部からの企業誘致が困難な地域においては，
地域資源である第１次産業や食の特産品を大事に育てていくことが重要であると指摘し，
第三セクターと連携することによって特産物の生産性及び付加価値を高め，地域の活性化
を量的側面と質的側面の両面から促進することが重要であると提言した。つまり，農業・
林業が主たる産業である山間地農村では，既存の自然資源を有効に活用しながら，地域の
振興を図ることが重要であると考えられる。 
1999 年まで中国では国民の基本的な食料需要を満たすため食糧作物の生産が最も重要な
課題とされてきた。しかしながら，1990 年代後半には食糧の過剰生産が深刻化し，政府に
おける食糧流通に抱える財政負担も増大した。そのため，食糧流通の効率性および食糧流
通に対する財政負担の軽減が必要であった。このような状況に直面し，中央政府では 1999
年 7月に「農業生産の構造調整に関する意見」を発表し，各地域が市場の需給動向に応じ，
比較優位を発揮し，適地適作を実行することが重要であると指摘した。つまり，長年続け
られてきた食糧増産の農政方針が大きく転換され，適地適作という農業経営の基本原則を
構造調整の過程で徹底し，食糧の安定供給と農家の収入促進の同時達成に政策の重点が移
された。 
そのため，食糧作物の大規模経営が適していない山間地農村では需要が高まってきた野
菜をはじめ，高収益性農産物10）の生産へと転換した。加えて，近年では都市化によって都
市近郊の農業が衰退するとともに相対的に遠隔山間地農村などの営農条件が不利な産地の
重要度が高くなり，これらの地域における経営作物の転換とその経営規模の拡大が進んで
きた（王，2001；鄭ほか，2008）。陳（2014）は，このような遠隔の山間地農村における
農家の農業経営の転換について分析を行い，農外就業の機会が限られている遠隔の山間地
農村では，農家を従来の自給的な生産から商業的な生産へと転換させたことで，農業の生
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産性の向上に貢献し，農家の貧困問題の緩和につながると論じた。また，商業的な農業生
産に転換することは当該地域の就業機会も増加させ，農村の就業問題の緩和にも貢献して
いると述べた。確かに，農業を経営する際に単位面積あたりの農業所得の向上は当該農家
の貧困の解消にも繋がる。 
ただし，劉（2003）と孫ほか（2013）の研究からみると多くの高収益性農村物は市場の
動向を把握してから生産することが重要であり，食糧作物の栽培より高い技術・資金など
を要求する場合が多い。さらに，比較優位の原理を発揮して差別化を形成するためには単
なる農産物の生産だけではなく，当該地域の市場状況を考慮した上で農業の産業化経営11）
を実行することが重要であると指摘した。ところが，現状では農業の産業化に成功した山
間地農村は一部に限られ，大多数の山間地農村の農業は停滞している。 
中国農業の産出に関する配分効率性，つまり作物選択の合理性に関しては伊藤（2013）
の研究が挙げられる。そこでは，中国の持続的な経済発展や都市化の進展とともに中国人
の食生活に構造的な変化が生じ，農業収益の拡大を目指す農家は，消費パターンの変化に
合わせて栽培する作物を変化させる必要があると提示された。さらに，中国統計年鑑など
を利用してマクロな視点で中国農業の選択拡大問題について計測した。 
計測された配分効率性は，食用および加工・飼料用穀物の生産が野菜・果実に比べ，相
対的に過剰であった。特にその傾向は農業生産補助政策がスタートした2000年代以降に顕
著となった。また，収入面からみると農業に依存する度合いが強いほど，配分率性を改善
しようとする農家のインセンティブが高く，野菜・果実などの高収益性農産物の販売価格
が需要の増加とともに向上するものの，商品化率が低いことが特徴であった。このような
現象に対して，同文では作物の転換が進まない理由としては，農地条件や栽培技術，生産
要素の賦存状況や市場へのアクセス問題があると示唆したが，具体的なミクロなデータを
用いて実証されたわけではない。 
以上のように，農村出身者の都市での定住は厳しい状況であった。そのため，農林業が
主たる産業である山間地農村では，既存の地域資源を有効に活用することが重要である。
そのうち，地域資源として有望なものは農産物であり，特に高収益性農産物の安定的な生
産・販売の達成が求められている。しかしながら，先行研究では山間地農村における農業
経営の変化に関して言及したものの，従来の食糧生産農家が高収益性農産物の経営に参入
する成立要因に関する解明が不十分である。特に，現状では高収益性農産物の販売価格が
需要の増加とともに向上するものの，商品化率が低い状況が発生している。そのため，単
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なる収益性に関する比較だけではなく農業経営の転換過程も考慮し，食糧作物から高収益
性農産物への経営転換が困難である理由について実証的なデータを用いて考察するべきだ
とも考えられる。 
 
第3節 本研究の課題 
元来，中国の山間地農村では，家族経営による農業経営が支配的な形態であり，農村で
農作業に従事する人は高齢者が多く，大半の人は教育水準が低い状況である。また，農村
出身の出稼ぎ労働者の不安定就業は，非農業部門に就業しても経営農地の利用権を手放さ
ない状況が発生し，従来の自給的農業生産から高付加価値をつけた商業的農業生産に転換
すると，生産者の経営方式が大きく変化し，所得向上を目指すための農業経営の変化も著
しいと考えられる。現状では，経営農地の利用権の移動が停滞し，農家の商業的な農業生
産が進展していない山間地農村も多数存在する。 
そのため，中国における山間地農村問題を考える際には，前提として中国の特殊性を理
解する必要があり，特徴的な社会・経済背景の下，山間地農村における農業の変容の軌跡
を跡付け，三農問題について検討する必要がある。本研究の問題関心は，経営農地の利用
権の移動が停滞し，農家の商業的な農業生産が進展していないなど，営農条件が不利な山
間地農村における農家の家族経営の変化とその貧困問題の関連性を明らかにし，このよう
な地域における三農問題の政策的展開について検討することにある。つまり，山間地農村
の農家の家族経営の現状について検討したうえ，農外資本による農業への参入の状況も考
慮に入れながら，両者から当該地域における農業の変容について総合的に考察することが
必要である。 
そこで本研究では，吉林省の山間地農村の事例を取り上げ，一連の農業改革が実施され
た後（主に2000年以降）の当該地域における農業の変容過程について考察を行い，中国で
広範にみられる山間地農村における三農問題と農家の貧困問題の改善について展望する。
取り上げた事例は，営農条件が不利な山間地農村における農家の経営農地の面積変化，農
地利用権市場の展開，農家の家族経営の変化，農外資本の農業への参入などである。 
これらの事例を通じて本研究では，先行研究の成果に依拠しつつ，より詳細な農家のミ
クロデータを利用した実証分析を通じて，山間地農村における個別農家の経営農地の面積
変化を解明するとともに，圃場の条件や利用権移動の状況から分析を行い，農地利用権市
場が停滞する要因について明らかにする。さらに，このような山間地農村の家族経営の変
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化と農外資本による農業への参入の現況を把握し，中国の山間地農村における農業の変容
過程を検討する。 
 
第4節 本研究の調査対象 
本研究では，主に吉林省白山市長白朝鮮族自治県（以下，長白県）での聞き取り調査を
基に分析を行った 12）。当該地域では 2000年以降大幅な「退耕還林」が実施され，農家にお
ける経営農地の減少とともに農業だけで生活を維持することが困難になった。調査対象は
主に政府関係の役員と個人農家であるが，政府関係では長白県の農業局や馬鹿溝鎮政府，
各村の村民委員会を対象に，個別農家では S 村 128 戸，E 村 20 戸を中心に調査を行った。
選定の理由は以下の通りである。 
長白県は中国東北地域の吉林省東部，鴨緑江を境に北朝鮮と国境地域に位置している。
中国の国家的スケールでみても，吉林省の地域的スケールでみても，地理的に周辺部に位
置づけられる山間地農村であった。また，長白県は森林率 13）が 89.34％であり，県内は鴨
緑江とその支流の谷筋に農地が斜面を中心に開墾されているに過ぎない。そのため，開墾
されている農地は傾斜度が高く，大区画の平坦地が少ないことから農業機械の導入が困難
であった。つまり，長白県は自然条件が厳しく，市場からの距離も遠く，営農条件が不利
な山間地農村であることが分かる。 
馬鹿溝鎮は長白県の中でも農家人口が最も多く，第一次産業従事者数の労働力に占める
割合が県全体とほぼ同じである。また，馬鹿溝鎮（18 の村で構成）における各村ことの森
林率について調べてみると，最低でも N 村の 76.4％であり，傾斜畑地が多いためいずれの
村も条件不利性の強い山間地農村と位置づけられる。加えて，馬鹿溝鎮政府における聞き
取り調査によると，中心地域の M 村を除き，ほかの村は営農条件が類似している。そのう
ち，S 村の農家人口（476 人）が馬鹿溝鎮の村平均値（431 人）に近いことから S 村を取り
上げ，農家の家族経営について考察した。 
また，S 村においては，実質的に居住実態のある 128 戸の農家を対象に調査を行ったが，
調査内容には家族のプライバシーに関することなどが含まれているため，調査の協力が得
られ，十分なデータが収集できた農家を中心に分析を行う。一方，高収益性の農産物経営
に参入する事情を調査する際には S村だけでは事例が少ないため，隣接の E村も取り上げ，
調査の範囲を拡充した。E 村では，高収益性農産物への転作を経験したすべての農家（20
戸）を調査対象とした。農外資本による農業への参入に関しては，以上の両村を中心に村
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内及び近隣地域から 2000 年以降の新規参入者（2016 年 9 月の時点では約 20 人）のうち，
規模が大きい 5人を選定した。 
 
第5節 本研究の構成 
前節の研究課題を明らかにするために，以下の手順で分析を進める。 
まず，第1章の「中国における三農問題と山間地農村の農業」では，都市・農村の所得格
差や中国政府の政策的改革について説明し，中国の農業が直面する問題点について考察を
行う。加えて，平原農村地域と山間地農村の比較を行い，山間地農村における農業経営の
概況について説明する。 
第2章の「中国の山間地農村における農家の経営農地面積の変化とその要因」では，中国
の山間地農村における農家の経営農地面積の変化について分析し，圃場の単位で2000年か
ら2015年にかけた農地面積の変化を把握するとともに農地面積が減少する要因についても
明らかにする。 
第3章の「中国の山間地農村における農地利用の現状と利用権移動の阻害要因」では，山
間地農村における個別農家の経営農地面積の変化を，圃場の条件や利用権移動の実態から
分析を行い，山間地農村における農地利用の現状と利用権移動の阻害要因について明らか
にする。 
第4章の「中国の山間地農村における家族農業経営の変化と農外資本の農業参入」では，
中国の山間地農村を対象として，農業経営における家族経営の衰退とその要因について分
析し，加えて，当該地域における農外資本による農業への参入についても解明を行う。農
外資本による農業への参入要因を把握するとともに一般農家との差異について検討する。 
 
 注  
 
1）  この制度は中国で 1958 年に発表した「中華人民共和国戸口登記条例」により，都市
戸籍か農村戸籍が決められている。また，中国の戸籍は社会的な移動を制限する役割も
果たしているため，戸籍の自由移転は認められていなかった。さらに，食糧配給制度，
住宅配給制度，就業制度の三つの側面からも補強を行われていた。つまり，都市戸籍を
有しない農村戸籍者は都市における食糧の配給を受けらず，同様に住宅，就業の配分も
受けられないことである（曽，2002；26）。 
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2）  人民公社とは，1958年中国に成立した合作社と地方行政機関等が一体化した組織であ
り，農業・工業・商業等すべての機能を行使する。つまり，行政機能と経済管理機能を
有するのもであった。従来，人民公社は統一経営，統一作付，統一分配，集団労働を特
徴としていた（曽，2002；12-13）。 
3）  ここでいう農村の「集団」とは郷（鎮），村民委員会，村民小組段階の各経済組織を
指す。特に，村民委員会と村民小組は法律上農民の自治組織とされ，財政制度は存在し
ないが実際には郷（鎮）人民政府の指導の下で行政的機能を果たしている。 
4）  中国の「村民委員会」，「村民小組」は農民の自治組織が置かれている地域単位であり，
農村土地の現実の所有主体である。特に，村民小組は原則としてかつての生産隊が衣替
えしたものであり，農村の土地所有の主体として最も大きな役割を占めている。ただし，
現在では所有する土地の割合が減少し続け，全体の半分以下になった（河原，2005：6）。 
5）  中国の食糧の概念には，水稲，小麦，トウモロコシなどの穀類に加えて，コウリャン，
粟，その他の雑穀，さらに大豆，芋類が含まれる。ただし，芋類は生芋 5㎏を食糧 1㎏
として換算する。 
6）  「関与当前農業和農村経済発展的若干政策措施」（中発[1993]11号）。 
7）  「中央一号文件」とは，中国の中央政府が毎年初に公表する当年の最も重要な政策文
章である。 
8）  退耕還林政策は，2002年 12月，第 367号国務院令として退耕還林条例が発布されて
いる。具体的には，傾斜度が 25 度以上の農地と，25 度以下であっても生態環境上重要
であり，かつでは土地生産性の低い農地での耕作が停止され，植林・植草が実施された。
つまり，傾斜地等で行われている耕作の代わりに，植林や植草を推進し，生態環境の回
復と農民の所得向上を目指した。 
9）  中国における山間地に関する定義では，標高が 300～3,000m間の地域では，相対高低
差が 200m 以上，または傾斜度が 25 度以上のところ，加えて標高が 3,000m 以上の地域
を山間地と呼ぶ。UNEP-WCMC（国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター）から
の定義とは異なるが，算出された中国の山間地面積の比率は両方とも中国の国土面積の
40％を超えた。つまり，中国では山間地面積が全体の約半分に近いことは間違いない。 
10） 本論文では，食糧作物の栽培に比較して，単位面積における農業所得が前者より高
い農産物のことを意味する。 
11） 農業の生産・加工・流通を一貫した体系の構築を推進し，農産品の市場競争力の強
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化とともに農業・農村の振興や農民の所得向上を果たすことである。 
12） 中国県（市）社会経済統計年鑑（2011）によると，長白県は中国 895の山地県（市）
の一つに包括されている。 
13） 地域の総面積に対する森林面積の割合である。森林は国によって定義が異なるが，
中国では竹林と灌木林等も換算される。 
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第 1章 中国における農業問題と山間地農村の農業 
 
本章では，都市・農村の所得格差や中国政府の政策的改革について説明し，中国の農業
が直面する問題点について考察を行う。特に，経済発展が比較的に遅れている山間地農村
を取り上げ，中国では農村間の格差も開きつつある現状について検討する。 
まず，中国における都市と農村間の所得格差について説明し，顕在化されている三農問
題について分析を行う。次に，農業部門における政策的改革について把握し，農家の生活
改善を図った政府の動きについて説明を行う。さらに，営農上条件不利とされる山間地農
村を取り上げ，当該地域の概況を平地農村や経済発展が進んだ沿海地域の農村と比較を行
い，中国の農村間の格差について考察する。 
 
第 1節 都市・農村世帯間の所得格差 
 前章で提示したように，中国は長期間にわたり，第 2 次産業（重工業）に傾斜した政策
をとり，産業構造と就業構造が不均衡な構造になった。特に，農村地域では戸籍制度の実
施とともに農村余剰労働力は非農業部門から就業機会を得られず，生産性の低い農業部門
に押し込められることとなった（石，2003）。 
 
 図 1-1 は都市世帯と農村世帯の 1 人当たりの平均所得と，所得格差（都市世帯に対する
農村世帯の所得の比率）を示した。中国の改革開放は農村から開始し，農地制度の改革と
ともに農家の生産意欲が向上し，農家の収入が急速に増加した。1978年から 1983年にかけ
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図1-1 農村世帯と都市世帯の1人当たりの平均所得とその比率の推移
農村 都市 農村対都市の所得比率（右軸）
（出所）中国農村統計年鑑の各年版により作成。
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て両者の所得格差は徐々に縮小し，1983 年には，農村世帯対都市世代の所得比率は過去最
高の 54.9％まで上昇した（1978 年は 38.9％である）。その後，経済体制改革の中心が都市
に移動し，都市世帯の所得の伸び率が農村世帯を上回り，所得の格差が急速に拡大した。
都市世帯所得に対する農村世帯所得の比率は，1984 年の 54.5％から 1994 年の 34.9％まで
大きく低下した。特に，1989年から 91年の農民 1人当たり年間純収入が，名目上は 544.9
元から 708.55 元へ 163.61 元増加したものの，この時期に物価も 27.1％上昇したため，農
民の実質所得の伸びは 3年間にわずか 2.2％に留まった（大島，1996：81）。1990年代の後
半は，食糧の生産が供給過剰となり,農産品の価格が低迷した。そのため，農家の収入も伸
び悩み，停滞する傾向であった。ただし，農村世帯の出稼ぎによって非農業収入の増加は
都市・農村間の所得格差を再び縮小させた。1997年には 40.5％まで回復し，1994年に比較
し 5.6％増加した。しかし，1990 年代末から都市・農村間の所得格差はさらに拡大する傾
向がみられ，2000年以降，農村世帯対都市世帯の所得比率は 35％以下になった。このよう
な状況を改善するため，中国政府は 2003 年以降一連の「恵農政策」（食糧直接補助，優良
品種補助，農業機械購入補助など）を打ち出し，農村世帯の収入を向上させようとした。
しかし，2007年には農村世帯の所得は都市世帯の 3割の水準まで低下し，2014年現在でも
その比率は 33.7％となっている。つまり，農村と都市の格差は依然として存在し，農村世
帯の所得は都市世帯の 3分の 1である。 
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図1-2 源泉別の農村世帯1人当たりの所得と家族経営が占めている比率の推移
他 労働賃金
家族経営 家族経営の割合
（出所）中華人民共和国国家統計局のデータにより作成。
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 農村世帯の所得の低下は農業所得の低迷にも関わる。図 1-2 では，農村世帯の一人当た
りの源泉別の所得を示した。農村世帯は 1990年代の半ばまで家族経営の農業所得が全体の
7 割以上占めていたが，徐々に減少する傾向がみられる。一方，非農業所得は 1990 年代の
後半から大きく増加し，1996 年の 29.3％から 2012 年の 55.3％まで増加した。中でも労働
賃金の割合が大きく約 8 割を占めている。したがって，1990 年代後半以降の農村世帯所得
の増加は主に非農業所得の増加によるもので，特に労働賃金の寄与が大きい。 
 
第 2節 農業部門における政策的改革 
中国では，2003 年から農業・農村・農民問題を「三農問題」とよび，その解決を最大な
政策的課題とし，改革開放以降の政策を食糧政策から農業政策，さらに農村農民政策のよ
うに展開した。特に，近年では土地制度の改革，戸籍制度の改革，農業支援制度の改革等
が行われ，農村世帯の生活改善に力を入れることになった。つまり，中国では農村世帯や
農業所得の比較劣位を改善するため，1990 年代の後半から一連の農政改革を行い農業構造
の調整が本格化した。具体的には，農業生産では食糧作物の生産から高収益性農産物への
作目転換を行い，経営農地の規模拡大を実現するためには農地利用権の移動を促進するな
どのことが行われた。以下では，具体的な政策の改革について説明を行う。 
2.1 農地制度の改革 
改革開放以降，中国の農村地域では，人民公社体制の下で実施された統一経営から農家
の自主的農業生産が可能な農家請負経営へと移行することになった。農家請負経営の実施
により，農家は請け負った農地で自主的に農業を営むことができ，農家の生産意欲も向上
することになった。ただし，請負の農地を短期間で一気に配分したため，請負農地関する
トラブルが多発し，請負期間が短いことから農家の農業経営の安定化にも支障をもたした。
このような状況に対応して，農地の請負期間を延長し，農家の安定的な農業生産を保つこ
とが重要であった。そのため，1984年の中央 1号文件には農地の請負期間を 15年以上とし，
1993年には前回の農地請負期間が終了した後，さらにそのまま 30年を延長することとした。
その後も一連の農地制度の改革が行われ，農地請負経営権に関する法的整備が図られた。 
2003年には農村土地請負法が施行され，30年間の請負期間中は農地の農家からの回収お
よび調整を行わないことが，第 26 条と第 27 条に明記された。その結果，自己の経営農地
を少なくとも 30年間は安定させることが可能となり，農地の利用権の移動を促進させるこ
とになった。さらに農村土地請負法には，請負経営権に関する規定が盛り込まれ，利用権
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の移動化の法整備が進められた。2005 年には「農村土地請負経営権流動管理法」が公布さ
れ，農地請負経営権に関してより詳しく規定された。2007 年には農地請負経営権に関する
「中華人民共和国物権法」が定められ，農家の農地利用権がより保護される（第 125 条）
とともに，利用権の交換・譲渡等が認められる（128 条）ことになった。また，2008 年の
10月に開催された中国共産党 17期三中全会では「農村改革発展を促進する過程における若
干の重大の問題に関する決定」が公表され，農業の経営規模の拡大を進展させる方向が示
された。2013年に公表された中央一号文件では，農業経営における集約化と専門化を進め，
農地の経営権を経営規模拡大が進んでいる経営者などへの集中が重要な課題とされた。こ
れらの政策により中国における農地利用権の移動化は促進され，農地経営規模の拡大も増
加した。 
 中国における利用権の移動の主な方式としては，転貸（転借），譲渡，交換，リースがあ
げられる 1）。農地の転貸とは,農家が請負農地を同じ農民集団組織に属する別の農家へ流動
させることである。転貸後の請負権は変化せず，貸し手が土地に関する責任と義務を負う。
ただし，流動の際の契約によっては，借り手も一定の責任が求められる。農地の譲渡とは,
農家が農地の請負権の一部または全部を，その農地を耕作する別の農家へ引き渡すことで
ある。譲渡によって土地の責任や義務も相手方に移転することになる。なお，他の集団経
済組織の農家への流動も可能であるが，譲渡はいずれの場合も農民集団組織の同意が事前
に必要である。農地の交換とは，農地の請負側が耕作などの利便性を考え，自分の請け負
った農地を，同じ農民集団組織に属する別の農家と取り替えることである。農地のリース
とは，農家が請負農地の一部または全部を別の農家や企業などに貸し出すことである。農
地を借りる側は，貸し手とは別の農民集団組織の農家や企業であり，この点で転貸と区別
される。 
 このような利用権の移動は，経営の農地の規模拡大を促進し，機械化を進めることが可
能となる。また，技術を持ち農業を希望する経営者にはより多くの農地が集中することに
よって，農地資源の合理的な配置により生産効率を高めることにも期待ができる。ただし，
中国の農村は多様であり，地域の実情に合わせた利用権の移動が求められている。 
2.2 戸籍制度の改革 
中国における戸籍制度は，1958年の「中華人民共和国戸口登録条例」を基に，「都市戸籍」
と「農村戸籍」が決められる。都市戸籍者は就業機会，福祉，医療，老後の保険などの様々
な方面で農村戸籍者より優遇を受けている。また，農村戸籍者はこれらの社会保障の対象
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外となる一方，都市への移動も厳しく禁じされ，都市と農村はほぼ遮断される状況になっ
た。戸籍制度はその発足から今日まで 50年以上続いており，近年では徐々に緩和されるよ
うになった。 
特に，戸籍制度の種々の弊害に対して，1993 年中国の国務院は戸籍改革の目標を示し，
「都市と農村の二重戸籍を廃止し，戸籍登記制度を統合するとともに安定した住所・職業・
収入源などの主要生活条件を登記することを条件に，戸籍の移動を認める」と明記した。
さらに，2007 年 3 月には「都市・農村の統合的戸籍登記制度整備の検討」に関する会議が
開き，戸籍制度の改革が加速され，都市と農村の戸籍統合を推進した。ただし，多くの地
方政府では「都市戸籍」と「農村戸籍」を統合する際，戸籍の区分を廃止してもしばらく
は政策を実施するうえで戸籍の違いの影響が残存していた。つまり，福祉などの社会保障
の問題を解決しなければ，戸籍制度の改革は根本的な改善はないと考えられる。 
 一方，近年では中国の経済発展および農地請負経営権の強化とともに，農地の価値が上
昇し，農村戸籍者が農地を保有し続ける願望も強くなってきた。特に，経済発展が著しい
東部沿海地域では「都市戸籍」から「農村戸籍」へと変更する動きもみられる。ただし，
これは個別的な事例に留まる。 
 2.3 農業支援制度の改革 
 上述した「三農問題」に関して，中国政府は 2003年から一連の政策を打ち出し，農業へ
の財政的支援を行い，農業の発展や農家の所得向上を図った。特に，2004 年以降，過去の
「農民から多く取り，少なく与える」ことから「農民から少なく取り，多く与える」へと
転換することになった。具体的には，全国範囲で農業税と各種行政費用を撤廃することに
よって農家の負担を軽減し，農業への財政投入を増やすことによって農家の所得を向上す
ることである。つまり，中国では 2004年に初めて，農家への直接補助金が本格的に支給す
ることにもなる。主に支給されている補助金は，食糧直接補助金，農業生産資材総合補助
金，優良品種普及補助金，農機具購入補助金であり，合わせて「四つの補助」と呼ぶ。具
体的には，農家の食糧作物の生産に対する食糧直接補助金に加え，農家が優良品種を導入
するための補助金や農業機械を購入する際に提供する補助金が 2004年から開始した。さら
に，2006 年からは，化学肥料や農業用ビニールといった農業生産資材を購入するための補
助金も支給されることになった。支給された補助金の総額は 2004年の 150 億元弱から，2013
年には 1,600億元以上となり，補助の作物範囲や地域範囲は年々増加する傾向である。 
 ほかにも，中国政府は 2004年から最低買付価格政策を導入し，食糧価格が低すぎる時に
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は市場価格より高い最低買付価格で農家の望む量すべての食糧を買い付けることになった。
最初はコメを対象としたが，2006年以降は小麦も政策対象となった。さらに，2008年以降，
中国の国家発展・改革委員会は，コメと小麦の最低買付価格を年々引き上げ，農家の農業
収入を保障することにした。 
   
第 3節 山間地農村の農業政策と現状 
 中国では，1978 年以降，改革開放政策により国民の経済が急速に発展したが，経済の発
展とともに都市と農村間の格差が生じた。その後，政府では農村地域における相対的な貧
困問題を改善するために上述のような一連の農業政策の改革を進んできたが，現状では農
村地域間でも自然条件などの差異により貧困問題に悩む地域が依然として多く存在してい
る。 
また，広大な中国大陸においては地域によりそれらの自然条件も様々であり，劣悪な自
然条件は貧困問題を抱える農村が持つ共通点でもある。特に，営農条件が不利であり，交
通インフラが整備されていない山間地農村では，農業を発展させるうえで不利であり，営
農するうえでの各種情報の入手の面でも問題を抱えている。 
 改革開放以来中国では東部沿海地域の発展を起点として中部地域，西部地域，東北地域
に広げる発展過程を経た。しかし，このような地帯による発展段階では，具体的に山間地
農村の経済発展についての言及は等閑視されてきた。特に，山間地農村の占める面積が大
きい西部地域の発展戦略（西部大開発とも呼び，2001 年から始まった中国の第十次五か年
計画以降，中国の国内近代化政策の柱となっている）に関しても，その中心は都市と平地
農村の建設であった。 
 他方，山間地における農地問題に関しては「退耕還林」政策が実施され，山間地農村の
健全な発展を求めた。退耕還林は，生態環境を保護・改善するために，土壌流出しやすい
傾斜農地及び砂地化しやすい農地を対象に，草木による緑被を復活させるものである。中
国政府では 1998年の 10月に，「計画的・段階的に農地の林地化を推進し，林地・草地の回
復を図り，生態環境を改善する」と指示を出した。1999 年には四川省，陝西省，甘粛省の
3 つの地域を対象に農地の林地化事業を始めた。さらに 2002 年には国務院で「退耕還林条
例」を公布し，農地の林地化事業を全国範囲に広げた。2003 年になると「退耕還林条例」
が実施されるが，条例の主な内容は生態環境の改善（第 1 条）2）や生態環境の優先（第 4
条）3），実施の主体（第 6条）4）などについて明確に規定し，還林後の林地利用についても
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規定を加えた（第 50 条）5）。他方，退耕還林政策では対象農家への補助が重要であると指
摘し，1999年から 2003年までの期間は，年間 300元/haの生活補助に加えて食糧などの現
物補助を行った。現物補助に関しては 2004年から現金補助に変更した。しかし，2007年 9
月に国務院では「退耕還林政策の充実に関する通知」を公布し，最低 18億ムーの農地面積
を確保するために，2007 年より退耕還林政策を止めると決定した。それを受けて，大規模
な農地の林地化が中止された。 
一方，中国の沿海地域にある農村は沿海都市の経済発展とともに非農業的な就業機会が
増加し，農家では必ずしも農業に依存する必要がなくなってきた。また，現状では食糧作
物の生産より，農家楽（グリーツーリズム）のような農村地域の自然，文化，人々の交流
を楽しむ滞在型の農業体験システムも構築し，沿海農村の多元的な発展がみられる。平地
農村においても近年では土地制度の改革とともに食糧作物の機械化及び規模拡大が進み，
効率的な農業生産が行われるようになった。しかし，経済発展が遅れている山間地農村の
農業は自然条件や社会経済的条件の制約により発展が停滞することがみられる。具体的な
データを用いて農業地域の類型による人口および農産物の生産状況について比較してみる
と表 1-1のようになる。 
 
表 1-1 農業地域類型による人口および農産物生産の比較 
（単位：万人，千 ha） 
（出所）中国農村統計年鑑の各年版により作成。 
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2000 年以降 3 種の農村地域の人口は全部増加しているが，沿海農村の人口増加が比較的
に少なく約 5％である。平地農村と山間地農村の人口は 8.4％と 8.9％であり，両者とも約
1割の増加であった。また，農産物の作付面積に関しては沿海農村だけ減少しているが，2000
年から 2014年にかけて農産物の総作付面積は約 11％減少し，現在では 13,465千 haになっ
た。なかでも，食糧作物の作付面積の減少が大きく，2000 年の 9,927 千 ha から 2014 年の
8,354千 haまで約 1,570千 haが減少した。平地農村では人口の成長とともに農産物の総作
付面積も増加し，1人当たりの平均作付面積も増加している。特に，食糧作物の作付面積が
大きく増加し，総作付面積増加量の約 90％を占めている。そのため，総作付面積に占める
食糧作物の比率も約 2.5％増加することになった。一方，山間地農村では人口および農産物
の総作付面積が増加しているが， 1人当たりの農産物の作付面積は停滞する傾向であった。
食糧作物の作付面積も減少し，総作付面積に占める割合も 2000 年の 70.5％から 2014 年の
63.8％まで 6.7％減少した。 
以上のように，沿海農村では非農業セクターの発展とともに農業生産における食糧作物
の作付面積が大幅に減少し，農産物の総作付面積も減少することになった。また，沿海農
村とは反対に平地農村では，食糧作物の作付面積の増加を中心に農産物の総作付面積が増
加し，1人当たりの農産物の作付面積も増加している。つまり，両者における農産物の総作
付面積の変化は食糧作物の増減により大きく左右されていることが分かる。そのため，単
なる農産物の生産から見ると，平地農村は大きくは成長する反面山間地農村では停滞する
傾向がみられ，沿海農村では著しく衰退することが分かる。ただし，上述のように沿海農
村は非農業の就業機会が多く，農家の農業依存は他地域より低い。 
他方，序章で提示した先行研究に依拠すると山間地農村では 2000年から退耕還林も実施
され，農地の絶対的減少という状況も発生した。上述のようなマクロ的なデータからみる
と山間地農村の農家では食糧作物の生産から他の農産物生産へと転換しているのではない
かとも考えるが，具体的な農家の営農状況まで把握することは困難である。そのため，こ
のような貧困問題を抱えている山間地農村の現地調査を重ねることによって，貧困を生む
地域的条件および農家の家族経営について考察を行う必要がある。以下では，調査地域の
概況についた説明を行う。 
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第 4節 調査地域の概況 
調査地は序章で説明したように長白県である。また，2008年に県政府のある長白鎮から
約140km離れたところに空港が開港してアクセスはかなり改善されたが，それまでは吉林省
の中心都市である長春市まで450㎞，バスで約10時間離れる遠い山村部にある。特に，冬に
なると豪雪の影響で交通が遮断される場合もある。つまり，長白県は山間地農村であるた
め交通が不便であり，市場からも離れている状況であった。 
 
さらに，長白県では，元々配分された農地が少なかった。そうした状況が21世紀に入っ
て改善されるどころか，むしろ悪化している。図1-3から示したように県内8の鎮のうち7の
鎮で農地が減少したことが確認される。つまり，全体から見ると該当地域における農家の1
戸当たりの経営農地面積が減少していることがわかる。具体的には，長白県の請負農家数
は2000年の8,698戸から2014年の8,554戸まで２％減少し，請負農地面積は2000年の 69,74
8ムーから2014年の59,405ムーまで15％減少した。その結果，1戸当たりの平均請負農地面
積も2000年の7.8ムーから2014年の6.9ムーまで11％縮小した。県政府の役員によると農地
減少の主な原因は退耕還林と建設用地への転用であった。特に2000年以降には県道の建設
とともに農地が転用することが増加し，一部の農家では半分以上の農地が転用するケース
もあった。 
2015年現在，長白県の総人口は約8.2万人である。このうち農家人口6）は41％を占めてお
り，長白県の人口の45％が中心都市である長白鎮に集中している。元来，この地域は朝鮮
0
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馬鹿溝鎮 八道溝鎮 十二道溝鎮十四道溝鎮 長白鎮 新房子鎮 金華郷 寶泉山鎮
2000年 2014年
図 1-3 長白県における各鎮の農地面積の変化 
（出所） 長白県農業局の資料により作成。 
（ムー） 
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族の居住地であり，長白鎮は北朝鮮との交易拠点の一つであった7）。2014年現在，長白県の
総農地面積は約7.5万ムーであり，その95％以上が畑である。栽培されている作物は主にト
ウモロコシ，大豆，水稲であり，トウモロコシと大豆の栽培面積は合わせて約６万ムー，
水稲は約3,000ムーである。加えて，農作業の機械化は遅れており8），収益性も低い9）状況
である。ほかには漢方薬などの経済作物が約1万ムー栽培されているが，ビニールハウスや
日光温室での園芸作物は合わせて約800ムーと少ない。ただし，現状では経済作物の作付面
積は年々増加する傾向が見られ2000年に比べると2倍以上になった。 
また，長白県の農地利用権の移動率は5％未満であるが，これは図1-4から示した全国の
平均数値（33.3％）よりもかなり低く，当該地域では利用権の移動が進まず，農地経営規
模の拡大が停滞するのではないかとも考えられる。さらに，現地調査によると「四つの補
助」による補助金は1ムー当たり約100元であり，農家一戸当たりの対する支援金額は年間5
00元程度である。特に，表1-2に比較してみるとこのような金額は農家一戸当たりにおける
年間所得の5％未満であり，大きい金額とは言い難い10）。つまり，上述のような農地制度の
改革およびの業支援制度の改革は，長白県農家の生活には大きな改善を与えなかったとも
考えられる。 
 
33.3%
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図1-4 中国の農地利用権比流動比率の推移
中国農業部『全国農村固定観察点調査数据滙编（2000～09年）』と『中国農
業発展報告』2012～2016年版により作成。
（出所）
表 1-2 中国における国,  省,  市,  県別の農家人口 1人当たりの純収益の推移  
（単位：元） 
(出所)「中国農村統計年鑑」，「吉林省統計年鑑」の各年版により作成。 
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第5節 小括 
本章では，中国における三農問題と農村間の格差について考察を行った。中国の改革開
放は農村から開始し，都市・農村の所得格差は一時縮小したが農村と都市の格差は依然と
して存在し，農村世帯の所得は都市世帯の3分の1である。 
そのため，中国では農村世帯や農業所得の比較劣位を改善することに励み，1990年代の
後半から一連の農政改革を行い農業構造の調整が本格化した。ただし，このような農政改
革の変遷は地域による格差も極めて大きく，経済発展が相対的に速い沿海地域や農地資源
の豊富な平地農村では非農業セクターへの就業や農地の利用権移動化によって農家の所得
向上を達成することができたが，農業基盤が弱い山間地農村は経済発展から取り残され，
大きな社会的な問題となっている。確かに，政府は農業補助金などの措置を進行したが，
山間地農家の生活改善には大きく寄与せず，現状では退耕還林とともに経営農地の減少も
発生している。 
次の章ではこのような山間地農村を取り上げ，当該地域における農業の変容過程ににつ
いて分析を行う。 
 
 注 
 
1） 中国農業部（2013）「2013年農村経営管理情況統計報表指標解釈」による。 
2） 退耕還林活動により農村産業構造の調整と生態環境を改善する。 
3） 退耕還林は必ず生態を優先し，農村産業構造の調整，農村経済の発展，水土流出の法
治，基本農地の保護と建設，食糧の生産増加，農村エネルギー建設の強化などを行う。 
4） 国務院西部開発工作機構が退耕還林実施の調整，退耕還林政策等の制定，退耕還林の
総合的な企画調整を行う。国務院林業行政主管部門は，総合的な企画，年度計画を編制
し，全国の退耕還林の実施や工作の指導と監督検査を行い，国務院発展計画部門は，退
耕還林の総合的企画の審査，計画編制都調整を行う。また国務院財務主管部門は，退耕
還林中央財政補助金の配分と監督管理を行い，国務院水行政主管部門は，退耕還林地域
における水土保全などの指導や監督検査を行い，国務院食糧行政管理部門は，食糧の調
達を管理する。 
5） 退耕還林政策による資金と食糧の補助期間が終了後，生態環境を破壊しないという前
提の下で，政府の承認を受けた上林木の伐採が可能である。 
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6） 本稿での農家人口は農村地域に居住している人口のことを指す。 
7） 長白県は，中国側でも朝鮮族がまとまって暮らす地域になっており，漢字と朝鮮文字
が併用され，朝鮮語が話されるなど，中国の他の地域とは異なる独特の雰囲気がある。
また，料理や生活文化にも朝鮮と中国両方の文化が混ざり合っている。 
8） 劉・八木（2010）が調査した経営農地の大規模化が進んだ吉林省鎮赉県と長白県を『中
国県域統計年鑑』（2014年）のデータで比較してみると，収穫作業の機械化面積率は鎮赉
県では，51.0％であるのに対し，長白県ではわずかに 10.5％である。 
9） 現地調査によると，この地域の多くの農家では大豆とトウモロコシの輪作を行い，家
族労働力を中心とした農作業を行っている。このような作物を栽培する年間労働日数は
約 45日～60日である。例えば，夫婦２人で約５ムーの農地を経営する場合，年間の総収
益は約 4,000～5,000 元となる。また，4～10 月にかけて農作業を行い，年間の労働時間
は約 50日になる。したがって，総収益から労働人数および労働日数を割算すると１人当
たりの日給は 50元以下にとどまる（当該地域の農家は事例農家と類似する農地経営を行
っている）。このような金額は出稼ぎよる収益に比較して大幅に下回っている。 
10） 現地調査によると，当該地域における農家 1 戸当たりの人口は 3～4人程度である。 
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第 2章 中国の山間地農村における農家の経営農地面積の変化とその要因 
 
本章では，中国の山間地農村における農家の経営農地面積の変化について分析し，圃場
の単位で 2000 年から 2015 年にかけた農地面積の変化を把握するとともに農地面積が減少
する要因についても明らかにする。 
中国の農地面積は 1980年頃をピークに緩やかに減少してきた。さらに，2000年以降では
農地の林地化 1），建設用地への転用等によって山間地農村の農地の減少が著しくなった。一
方，中国政府では補充農地を確保するために「土地管理法」を中心に一連の法令を制定し
たので，山間地農村の農地利用の現状について把握する必要もある。 
そのため，本章では山間地農村である吉林省長白県の S 村を調査対象とし，当該地域に
おける農地面積の減少とその要因について分析を行う。具体的には，まず中国における農
地面積の減少とその背景について把握する。次に，調査対象である長白県 S 村における各
圃場の利用状況と 2000年以降の面積変化について考察する。続いては，これらの農地面積
が変化した原因について説明し，中国の山間地農村における農地面積の減少とその要因に
ついて考察する。 
 
第 1節 中国における農地面積の減少 
中国の経済は 1980年代前半の農村経済体制の改革をへて，1990年代に入ると急速な成長
を見せるようになり，さらに 2001年の WTO加盟後は社会経済構造に大きな変化を現れ今日
に至った。ただし，経済発展とともに都市と農村の格差が大きくなり，特に農村地域では
主な生活手段であった農地の減少が著しくなった。ちなみに，中国の農地面積に関する統
計方法は，1996 年を境に変更されたため，中国全体のデータは主に 1996 年から 2008 年ま
での数値を利用して分析する 2）。 
中国における経営農地総面積の変化を見ると，1996 年に 19.51 億ムーであった農地面積
は，2008年には 18.26 億ムーとなり，この間に 1.25億ムーの農地が減少した。つまり，年
間 1 千万ムー以上の農地が減少している。そのプロセスは図 2-1 に示したように，1996 年
から 2002 年までは一貫して減少を続け，2002 年から 2003 年にかけては急減したあと，そ
の後は減少の程度は少なくなり一定した農地面積が保持された。 
以上のような農地減少をもたらした原因は，主に退耕還林，建設用地への転用，農業の
構造調整，災害により被害である 3）。中でも前 2者による農地減少が激しく，本章では主に
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退耕還林と建設用地への転用を用いて分析を行う（図 2-2）。 
 
退耕還林プロジェクトは，1999年の退耕還林のスタートから 2007年の大規模な農地の林
地化の中止までの間に，中国では合計 1.03億ムーの農地が還林され，この時期の中国にお
ける農地減少の主因となる（この期間の総農地減少量の 64％である）。特に，退耕還林が集
中的に実施された 2002 年～2004 年の減少幅が大きく，全体の約半分を占めている。2005
年には食糧自給を促すために口糧田（自家消費用の食糧生産農地）の建設が義務付けられ，
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図2-1 中国における経営農地総面積の推移
1996～2000年のデータは『中国農業発展方報告』（2007年版）により，2001～
2008年のデータは『国土資源公報』（http://data.mlr.gov.cn/）による。
（出所）
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図2-2 中国における耕地面積減少の原因とその推移
災害による破壊
農業構造調整
建設用地
退耕還林
1999～2000年のデータは『中国農業発展方報告』（2007年版）により，2001～
2008年のデータは『国土資源公報』（http://data.mlr.gov.cn/）による。
（出所）
29 
 
2006年には退耕還林政策そのものが見直されることになり，当初の計画では 2006年～2010
年に約 2000万ムーの退耕が予定されたが，2006年の約 400万ムーのみが実施され，その後
の計画は見送られている。2007年の 8月には「退耕還林政策を完遂することに関する通達」
を発表し，事実上退耕還林が中止することになった。この通達は，経営農地の減少ととも
に生計を維持できない還林農家の救済を目的とした。 
 
1999 年以降，建設用地で転用された農地は年間平均では約 300 万ムーとである。特に，
2007 年以降では，退耕還林の中止によって建設用地への転用が農地減少の主因となり，全
表 2-1 中国における農地補充に関する法令 
（出所）筆者の整理。 
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体の約 80％を占めている。ただし，中国では施設建設のために農地を転用する場合は，必
ず転用した分を補充する制度が実施されているため，農地総面積に与える影響は小さかっ
た。特に，補充農地を確保するために，中国政府では一連の法令を制定した（表 2-1）。こ
れらの法令は，建設転用による農地の減少を防ぎ，各地域の農地面積の安定を保つ役割を
担っている。中国における土地利用施策の目的や内容は「全国土地利用総体計画綱要
（2006-2020）」に具体的に記載されている。この「綱要」は「土地管理法」を運営するた
めの綱領的な文章であり，2010 年と 2020 年の農地面積をそれぞれ，18.18 億ムーと 18.05
億ムーに保つと規定した。また，国民の基本的なエネルギ需要を満たすため，食糧作物を
生産するための「基本農田」を期間内に 15.6億ムー以下を下回らないように維持すると述
べた 4）。 
ただし，農地の補充は農地の総面積を減少させないことが目的であり，補充された農地
が農地を失った農民や地域に与えるとは限られない。そのため，開発可能な農地資源が不
充分の地域では農家の経営農地が激減するケースも存在する。特に，営農条件が不利な山
間地農村では退耕還林及び建設転用による農地の純減が顕著であった。本章では，このよ
うなことを念頭に置き， S 村を調査地とした。S 村は長白県の東南部に位置し，県庁所在
地である長白鎮との距離は約 7km である。村の多くは山に囲まれて林地が広がり，農地の
傾斜度が大きいところが少なくない。総農家数は約 160 戸であるが，実質的な居住者は約
120戸であった。以下では，これらの農家の経営農地面積，圃場数などのデータを用いて農
家の経営農地の変化とその要因について分析を行う。 
 
第 2節 S村における経営農地の面積変化 
S 村における農地の圃場数及び農地所在地の分布は表 2-2 から示したようになる。2000
年農家で所有する農地の圃場数は総 493 筆であり，平均すると一戸当たりに所有する農地
の圃場数が約 4筆であった。また，これらの経営農地は 24地区で構成されている。それぞ
れの地区では土地条件が異なり，山間部に位置していたり圃場の傾斜が急だったりする「傾
斜畑地」，平野部に位置している「平場畑地」と「平場水田」に分類することができる。請
負経営権を農家に分配する際には上述の農地から一部を農家に経営させる。加えて，所在
の地区を越えると農地は互いに隣接しないところがほとんどで，同じ地区内でも道路や地
形によって圃場が分断されているところが多い。 
さらに，農地を配分する際にも条件の異なる圃場を組み合わせて配分された農家が多か
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った。つまり，この地域における平場水田，平場畑地，傾斜畑地を農家の家族人数によっ
て配分された。平場水田と平場畑地は単収が高く，村に近隣するため通い耕作も容易であ
った。各農家にはこのような優良農地とそうではない傾斜畑地をセットにすることで，農
家間の公平性を保つ必要があった。ただし，配分された圃場は隣接していないところが多
く，農家では，複数の圃場を見回りながら農作業を行うことが一般的であった。つまり，S
村における農家の経営農地が分散錯圃であった。 
 
 
 
 
 
また，2000年頃 S村における経営農地は約 700ムーであったが，2015 年には約 600ムー
表 2-2 S村の農地所在地ごとの圃場数とその変化 
（出所） S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。 
（注）1）土地の特性の△は傾斜畑地，□は平場畑地，○は平場水田である。 
   2）色を付けが部分は圃場の特性と筆数が変化したことを意味する。 
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に減少した。圃場の数も本来の 493 筆から 443 筆まで 50 筆少なくなった（表 2-2）。圃場
の減少においては合筆による表面的な減少はみられず，圃場の純減であった。特に，建設
用地に転用される一部の圃場は部分的に転用するケースが多いことから S 村における経営
農地は圃場数の減少とともに 1筆当たりの平均圃場面積も減少していることが分かる。 
聞き取り調査によると農家 128戸の内 62戸の農地が減少した。農地減少の主な原因は退
耕還林と建設用地への転用であるが，建設用地への転用はまた道路建設と公共施設の建設
と区分することができる。特に，前者は主に県道の拡幅工程であり，県政府により事業が
展開する際には本来道路の両辺位置する水田が転用するケースが多く，表 2-2 の番号 4 と
16 の水田が主に転用された。後者は主に村で主導し，村民が利用する公共施設の建設事業
であるが番号 8 の農地が多く転用された。転用する際には村幹部が農地を請け負った農家
と相談し，具体的な転用面積と補償金について決めることになった。そのため，両者の補
償金は差異が生じ，前者の補償金比較的に高く，事業の推進主体が異なることから両者を
分けて分析することにする。ほかには，経営農地の荒廃等による農地の減少もある。具体
的な農地減少は図 2-3から示したようになる。S村では 2000年から 2015 年にかけて 105筆
の圃場がなくなるかあるいはその面積が減少した。そのうち，道路の建設が約 50筆，退耕
還林が 34筆，公共施設の建設が 16筆，ほかが 5筆であった。 
 
 
つまり，S 村では 48.4％（62 戸）の農家の農地が減少し，S 村における農家一戸当たり
の平均農地減少圃場数は 0.82筆である。また，全体の農地減少面積が 113.2ムーであるこ
とから農家一戸当たりに減少した平均農地面積は 0.88ムーであった。以下では，より具体
図 2-3 S村における耕地減少の原因 
（出所）S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。 
（筆） 
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的なデータを用いて S村における農地減少に関して考察する。 
 
第 3節 S村における農地減少の要因 
S 村における農地減少の要因に関しては農地が減少した 62 戸の農家のデータを用いて分
析を行う。分析の際には，各圃場の特徴と農地減少の量と原因を把握し，2000 年以降の山
間地農村における農地減少について解明する。 
3.1 退耕還林による農地減少 
S村における退耕還林はおもに 2003年と 2004年に実施され，事業を推進する担い手，主
に農地の所有者かその友人であった（家族の労働力が足りない場合）。退耕還林の際には，
原則として 25度以上の傾斜を持つ農地を放棄し，放棄した農地と従来からの荒山を合わせ
て植林を行い，植林とともに放牧を禁止することであった。一方，政府では植林のために
放棄された農地に対しては，穀物または現金を支給し，同時に植林地の管理費（年間約 20
元）と苗木（育苗の場合は年間約 50元）を支給した。つまり，政府では植林の農家に対し
て 1 ムー当たり約 200 元の支援を与えた。これらの支給は，生態林で最低 8 年間，経済林
では 5 年間続けられる 5）。また，転換された植林地の樹木は 70 年間個人の資産として管理
経営することが保証されている。 
 
圃場ごとの退耕還林は図 2-4 から示すようになる。S 村で退耕還林を行った農家は 29 戸
であり，還林された総面積は 54.7ムーである。還林された農地の内最大の圃場面積は 3ム
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図2-4 退耕還林による農地の減少（34筆）
現在の面積 減少面積
（出所）吉林省長白県馬鹿溝鎮S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。
（注）1）記号の△は傾斜畑地，□は平場畑地，○は平場水田である。
2）表2-2の2000年の土地特性の記号に対応する。
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ーであり，最小の圃場は 0.1ムーである（平均は 1.6ムー）。さらに，図 2-4を見ると還林
対象の圃場はすべて傾斜畑地であった。一部の農家ではヤギ等も飼育していたが，退耕還
林とともに放牧が禁止することからその飼育を放棄した。特に，農家からの聞き取り調査
によると還林された農地に関しては一定な補助金を貰ったものの還林前の農業収益には及
ばず，家畜の放牧も禁じられることから家族経営の収益が減少したと言う。退耕還林は国
家レベルのプロジェクトであるが，県レベルでは県林業局が執行し，計画の実施から樹種
の選択，退耕還林地の測量などの技術支援まで役割を担っている。ただし，県内では技術
指導員の不足や還林対象農地に関して農家との意見が相違する場合もあるので，植林の活
着率が低いケースも多かった。つまり，環境改善の方面でみると退耕還林は一定の効果を
発揮するが，農民生活の改善には直接な効果がない。ただし，経営農地の減少とともに農
家では家族労働力の余剰が発生し，農外就業の可能性が大きくなってきた。 
他方，S村では退耕還林が進んだものの，現地調査から見ると傾斜畑地の割合が依然とし
て多く，経営農地の減少とともに傾斜畑地が占めている割合も大きな変化がなかった。そ
れは，平場畑地や平場水田の転用も同時に発生したことに起因する。具体的な転用状況は
以下のようになる。 
3.2 建設用地への転用による農地減少 
建設用地への転用は主に道路の建設と公共施設の建設であるが，前者による農地の転用
面積は 27.4ムーであり，後者による転用面積は 19.9ムーであった。 
まず，S 村における道路建設による農地転用は，主に 2000 年以降の県道の拡幅工程によ
り使用された。山間地農村であり，地形条件が急峻であるため多額な道路建設コストを要
する。道路を建設する際には省力化を求め，コストの削減を図った。そのため，本来建設
された道路は幅員が狭く，坂，カーブが極めて多い。さらに，大雨や豪雪の影響を受けや
すく，落石等の事件も頻発して道路が遮断する場合もある。つまり，県境地域間ないし県
内地域間を連絡する道路は非常に建設が遅れている状況にある。このような状況を改善す
るために県政府では 2000年から県内の道路建設に力を入れた。 
2000年から道路建設に転用された農地は図 2-5のようになる。50筆の農地が転換されて
いるが 1 つの圃場を除き，ほかの圃場ではすべて部分的な転用であった。さらに，退耕還
林された農地とは異なり，傾斜畑地だけではなく平場畑地や平場水田も多く転用された。 
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特に，S村の幹線道路を建設する際にはこのような転用が多かった。50筆の内 41筆（82％）
の圃場が平場畑地か平場水田であった（2000年）。加えて，県道の修繕であるため半強制的
に実施されたところもある。転用農家に与えた補助金は比較的高い 6）ものの 30年間の農地
の請負期間を考えると必ずしも有利だとは言い難い 7）。そのため，S村における道路建設に
よる農地の減少は経営農地の量的減少だけではなく，質的の減少にも繋がるのではないか
とも考えられる。特に，表 2-2 の 2000 年から 2015 年にかけた土地特性の変化は道路の建
設にも関わり，平場水田から平場畑地に変化する一因でもある 8）。 
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（出所）吉林省長白県馬鹿溝鎮S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。
（注）1）記号の△は傾斜畑地，□は平場畑地，○は平場水田である。
2）表2-2の2000年の土地特性の記号に対応する。
図2-5 道路建設による農地の減少（50筆）
減少面積 現在の面積
（ムー）
（万元） （万元） 
図 2-6 長白県の財政収支と基礎支出の推移 
（出所）吉林省統計局『吉林省統計年鑑』2005～14年各版により作成。 
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近年，長白県における財政をみると支出は収入をはるかに上回り，そのうち基礎支出は
この 10 年間急速に増加した（図 2-6）。県政府の役員によると特に道路建設は毎年行われ，
基礎支出の中で半分以上の予算が使われている年も少なくない。また，公共工事が含まれ
る基礎支出はさらなる増加が見込まれる。長白県には高速道路が通じていないことからわ
かるように，全国的水準からみて交通インフラが整備されていないからである。 
 
公共施設の建設による圃場ごとの農地転用は図 2-7 から示すようになる。16 筆の圃場が
転用されているが，その 11 筆の圃場は平場畑地であった。特に，9 筆の圃場は完全に消失
することになるが，主な用途は河川の修繕，橋の建設，倉庫の建設であり，2000 年以降か
ら農地転用が始められた。このような事業の影響を受けた農家は 13 戸であるが，1 戸当た
り減少した農地の面積は約 1.5 ムーであり，当該農家の 30％以上の農地面積に相当する。
もちろん，政府からは一定の補償金を得たものの農地の土地条件や用途によってその金額
が大きく異なっている。例えば，図 2-7で示した傾斜畑地は補助金が比較的低く（1ムー当
たり 1万元前後），平場畑地の半分未満であった。ただし，これらの補償金は農家の生活改
善に大きく寄与せず，農地の請負期間が 30年であること考えると収益上損を受けているの
ではないかとも考えられる。 
一方，S村でも農地補充に関する一連の政策は試行したものの，地域における開発可能な
農地資源が少ない上，農地開発に必要な資金等の投入が大きくなることから，農地の減少
が拡充をはるかに上回っていた。 
ほかにも，高齢化により家から遠く離れた農地などは耕作されず経営農地が減少するケ
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（ムー）
図2-7 公共用地への農地転用（16筆）
現在の面積 減少面積
（出所）吉林省長白県馬鹿溝鎮S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。
（注）1）記号の△は傾斜畑地，□は平場畑地，○は平場水田である。
2）表2-2の2000年の土地特性の記号に対応する。
37 
 
ースもある。このような農地は 5 筆あり，全て傾斜畑地であった。畑で働いている多くの
農業者は 50代以上であり，将来の担い手も確保できない状況であった。そのため，生産者
の高齢化とともに農地の荒廃が一層深刻になる恐れも存在する。 
 
第 4節 小括 
 本章では，中国の山間地農村における農地面積の減少とその要因について考察した。調
査対象の S 村では農家 62 戸，総 105 筆の圃場が転用された。その内 50 筆の圃場は完全に
消失し，55 筆の圃場はその一部が転用されることになった。加えて，村民委員会によると
新に開墾された農地はほとんど見当たらず，農地が減少する一方であった。 
 農地減少の要因に関しては，第 1 に退耕還林が指摘される。2000 年代の前半を中心に行
われたこの農地の林地化政策は，S 村における減少農地の約 48.3％を占めている。また，
政府では植林の農家に対して一定的な支援を与えたものの，従来の農業収益には及ばなか
った。第 2 は，道路建設による農地の減少であった。交通の便利性を求め，2000 以降では
県道の修繕や新たな道路の建設が行われた。このような農地について転用するとともに農
家ではその使用権を完全に喪失することになる。さらに，土地の特性変化にも関わり，平
場水田が平場畑地に変化することによって当該地域における経営農地の量的減少だけでは
なく質的減少にも繋がることが分かる。第 3 は，公共施設の建設である。平場畑地の転用
に関しては道路建設による転用と類似するが，半数以上の圃場が完全に消失することが特
徴であった。第 4 は，農地の荒廃である。他の 3 点に比べて減少面積は少ないが，生産者
の高齢化とともに，ますます増える恐れもある。 
 つまり，S村のような山間地農村では農家の経営農地が一方的に減少する現象が行ってい
る。特に，中国における農村インフラの整備とともにその転用が増えるのではないかと考
えられる。現状では，農家の生活改善を目的とした農地利用権の移動化や高収益性農産物
への転換等の対策もあるが，次の章で考察を行う。 
 
注 
 
1） 主に，退耕還林のことを指す。 
2） 2009年から 2012までのデータは公表されず，2013年からは約 20.27ムーの面積を維
持するが統計値の連続性が不明であるため取り入れないことにした。 
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3） 農業の構造調整とは，農民の収入を向上させるために土地の用途を調整することであ
る。また，政策の変化に大きく影響されるため本章では省略した（主に，2000 年，2002
年，2003年に実施され，全体の約 15％）。災害による被害は農地減少総量の約 4.7％であ
り，予見不可能なため同じく省略することにした。 
4） 中国では主要食糧の自給率目標を 95％以上としており，そのために，農地面積を 18
億ムーをアンダーラインとして死守しようとしている。 
5） 生態林は，生態環境保全を目的として植林されるものであり，「退耕還林」される林
地については，生態林面積を 8 割以上とすることが決められている。経済林は，竹や果
樹等比較的に短期で経済収益をもたらす植林のことである。 
6） 県道の建設に転用された農地は 1 ムー当たり 3 万元以上であるが，平場水田の場合は
平場畑地や傾斜畑地よりも補償金が高く 1ムー当たりに 7万元のケースもあった。 
7） 現在，S村の農家で利用されている農地の請負期間は 1997～2027年の 30年間である。 
8） 道路を建設する際に一部の灌漑用水が埋められ，道路の拡幅が行われた。また，水力
発電所の建設により灌漑用水の水位が低下し，実質的に機能しなくなった。 
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第 3章 中国の山間地農村における農地利用の現状と利用権移動の阻害要因 
 
本章では，山間地農村における個別農家の経営農地の変化を，圃場の条件や利用権移動
の実態から分析を行い，山間地農村における農地利用の現状と利用権移動の阻害要因につ
いて明らかにすることを目的とする。 
以下では，まず長白県の全体における農家の労働移動と農地規模の変化について明らか
にし，地域の利用権の移動の現状についても把握する。次に，利用権の移動のプロセスと
圃場の特徴について考察を行い，経営農地の大規模化に影響する要因について分析する。
ここでは，馬鹿溝鎮を取りあげ，鎮政府と鎮内の一つの村の村民委員会会員および農家へ
の聞き取り調査，収集した資料をもとに考察する。続いて，農家に対する聞き取り調査を
通じて，利用権の移動の実態および経営農地面積の変化について明らかにし，利用権移動
の阻害要因を考察する。 
 
第 1節 長白県における農家の労働移動と利用権の移動 
 
  
 
2000 年から 2014 年にかけての人口動態をみると，農家数では約 20％の増加をみたのに
対し，農家人口はほとんど変化していない。農家人口が大幅に増加したのは中心都市であ
る長白鎮のみである（表 3-１）。これは，馬鹿溝鎮からの転入ではないかと考えられる。
表 3-1  長白県における農家人口の労働力構造（2000 年，2014年）      
（単位：戸，人，％） 
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馬鹿溝鎮は，農家人口の規模では県内最大で，長白鎮に隣接している。ただし，県内最大
の都市といえども，雇用を吸収できているわけではない。むしろ，長白鎮は最大の出稼ぎ
移出地区である。2014 年の出稼ぎ者数は 701 人であり，これは長白鎮における農家の労働
力 1）の 57.9％を占めている。2000 年から 2014 年にかけて長白県では出稼ぎが著しく増加
し，その数は約 1,800 人から 3,425 人までの約 2 倍弱になった。出稼ぎの中でも長期出稼
ぎが多くなり，2000 年の 903人強から 2014年の 3,221人に増加し，長期出稼ぎの割合も約
50％から 94％になった。長期出稼ぎのうち 46％が吉林省以外の遠方で行われており，これ
らの人は中国の大都市や外国で働いている 2）。以上のように，長白県は中国経済の中心か
ら地理的に遠く，山間地農村に位置づけられ，農業の生産力も弱く，出稼ぎ者を多数輩出
している。 
 
 
 
また，長白県では図 3-1に示すように農地規模が 10ムー以下の農家が多く，約 90％を占
めている。30ムー以上の経営はわずかに 18戸しかなく，しかもすべて馬鹿溝鎮の農家であ
る。鴨緑江の右岸に位置する馬鹿溝鎮は，比較的条件に恵まれているとはいえ，その農家
が吉林省の稲作地帯などと比べて大規模経営とはいいがたい。今や吉林省の平場水田地帯
では，1,500ムー（100ha）以上を経営する生産者の農地面積の合計は約 15％も占めており
（劉・八木，2010），生産性の地域格差はきわめて大きなものとなっている。 
 これは，長白県において利用権の移動が停滞していることに起因している。表 3-2は 2014
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図 3-1 長白県における経営農地面積の規模別農家数（2014年）   
（出所） 長白県農業局の資料により作成。 
（戸） 
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年長白県における請負農地の流動面積の規模と流動方法を示している。長白県における利
用権の移動面積は 2,650ムーで全体のわずか約 4.5％にすぎない。特に，3つの鎮ではその
利用権の移動が 1％未満であった。これは，規模拡大が進んだ地域とは大きな差異がみられ
る。江蘇省の古里鎮・辛庄鎮・尚湖鎮では，流動率 58％～78％（兪，2011），黒竜江省の
永楽村・和平村では流動率 71％～96％（董・菅沼，2010）に達しており，長白県の利用権
の移動がきわめて低い段階にとどまっていることがわかる。 
 
 
 
以上のように，長白県における農家の経営農地面積は小規模であり，利用権の移動化に
おいても経営規模の拡大が進んだ地域とは大きな差異が存在し，停滞する傾向であった。
加えて，前述の 2000 年と 2014 年の長期出稼ぎ人口と労働人口について比較すると長期出
稼ぎ人口は増加したものの，労働力人口も約 3,000 人増加したことにより，長白県では農
家の労働力 1人当たりの農地面積はほとんど変わらず，農地の経営規模の拡大は進まず，
利用権の移動が停滞するとも考えられる。 
 
 
 
 
表 3-2 長白県における請負農地の流動面積（2014年）   
（単位：ムー，％） 
42 
 
第 2節 馬鹿溝鎮における利用権の移動のプロセスと圃場の特徴 
 
2.1 馬鹿溝鎮の利用権の移動のプロセス 
 利用権の移動はどのように行われているのかということを明らかにするために，長白県
の中でも農家人口が最も多く，第一次産業従事者数の労働力に占める割合が県全体とほぼ
同じである馬鹿溝鎮を事例としてみていく。馬鹿溝鎮では，農家人口の労働力のうち，第
一次産業に従事する割合は 58.1％，長期の出稼ぎ者数の割合は 13.1％である。 
 
 
 
 2015年現在，馬鹿溝鎮において利用権の移動は，村民委員会を通して行うもの（村民委
員会経由型）と，農家どうしで行うもの（個人間相対型）とに大別される。村民委員会経
由型の利用権の移動は，さらに自発型と仲介型の２種類に分けられる（図 3-2）。 
自発型とは，主に農家が自ら進んで他の農家と相談し，村民委員会の許可を得た上，自
分の農地を流動させることである。農地の借り手は 50～60代の人が多く，長期出稼ぎによ
る就労だけではなく当地の日雇いにも採用されないケースが多い。それゆえ，収入の増加
を図るには経営農地の規模拡大が必要であった。貸し手の多くは出稼ぎによる他出者であ
図 3-2 農地利用権の移動のプロセス 
（出所） 村民委員会及び農家での聞き取り調査により作成。 
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り，流動期間は 3～5年であることが多い。農地の荒廃を避け，また法律的な裏付けも考え
ながらこのような流動タイプを選択される傾向にある。 
仲介型とは，農家および村の農地を郷鎮政府に委託し，企業，農民専業合作社，大規模
農家などに農地を転貸・リース・譲渡することである。村民委員会を通すタイプでは，仲
介型が 68％を占めている。 
このタイプで借りられた農地は，食糧作物ではなく主に経済作物の栽培用であった。冬
季が長い当地では野菜の価格変動が大きく，一部の農家や団体ではハウスや日光温室 3)を利
用した野菜などを栽培するため農地を借りた。ただし，そのためには農地や施設の整備と
いった初期投資を必要とする。とくに，堆肥を投入して土づくりを行い一定の収穫が得ら
れるまで 2～3年はかかるので，少なくとも 10年の契約期間が必要とされ，借り手は比較
的長期間にわたる農地の利用期間を求めた。 
 このように村民委員会経由型では，契約期間が長期にわたっていることが特徴である。
契約期間が 10年以上のものは，その 97％を占めている。ただし，契約期間は農地の種類に
よって異なる。食糧畑と水田では最長 30年，野菜畑・ビニールハウス・日光温室では最長
25年である。地域で農作業に従事する人は 50歳以上が多く，大半の人は教育水準が低いの
で土地に関する複雑な責任や義務など法律的な知識に乏しい状況である。したがって農地
の利用権を流動させる際には請負権を完全に移転するほうがより理解しやすく，実施しや
すい。そのため流動の方式も譲渡が多く，2015年５月まで流動農地の約 84％が譲渡であっ
た。１年間の地代は，食糧畑 600元／ムー，水田 870元／ムー，野菜畑 2,500元／ムー，
ビニールハウス 4,000 元／ムー，日光温室 6,000元／ムーである 4）。 
 個人間相対型は農家間の自主的な農地利用権の移動であり，統計には表れてこないが，
昔から行われてきた。村民委員会を通さないため，農地の賃借等の条件は双方の合意があ
ればよいので自由度が高い。複雑な手続きの必要もないため，貸し手と借り手のマッチン
グがうまくいけば手軽に行うことができる。ただし，法的裏付けに乏しいため，双方の信
頼関係が重要であり，地縁・血縁のある親戚・友人間にほぼ限られる。一般に契約書を交
わすことは少なく，１年単位の口約束であることが多い。  
このタイプにおける利用権の移動は，主に貸し手の側の高齢化や担い手の不足が原因で
ある。圃場は山間部の傾斜地であることが多く，これらの農地は土地生産性および通い耕
作等の条件が悪い。加えて，友人や親族との人間関係を維持するため，できるだけ安い価
格で農地を貸すことが多く，１年当たり 300～400元／ムーで農地が賃借され，なかには無
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料の場合もある。 
 個人間相対型はあくまで農家間での利用権の移動であり，比較的新しい協同組合である
農民専業合作社や企業との間の場合は，必ず村民委員会を通している。企業が農家の農地
を借りる際には，企業側と県政府の開発局と相談し，農民は村民委員会の幹部と相談する。
さらに，県政府と村民委員会で具体的な方法について相談し，農家への金銭補償額や条件
を決める。本来は土地補償費の約 20％が手数料として村民委員会に入るが，2010年からそ
の手数料の 80%が農家側に還付されることになったので，農家としてはより有利になった。 
企業が農地を借りる際には比較的広い農地を求める傾向にあるが，当地において農地は
小面積で各農家に配分された。そのため，大規模な農地を入手するためには，多くの農家
と交渉する必要があり，長期間にわたることもある。 
ただし，農家は生活する上での最後の頼みの綱として農地を留保することが多いので農
地に対する執着が強く，利用権の移動に対する補償価格を高い水準を要求しがちであり，
このようなことが利用権の移動の停滞要因の一つである。 
2.2 圃場の特徴 
 
  
長白県における圃場の特徴について，S村を事例に分析してみる。本来 S村の請負農地の
総面積は 694.9ムー，圃場の総数は 493筆である（表 3-3）。圃場１筆当たりの面積は 1.4
ムーとなり，きわめて零細であることがわかる 5）。世帯の人数が増えるに従い，請負農地
表 3-3 S村における農家の世帯人数による農地の圃場数と農地面積（2000年） 
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の面積は増える傾向にあるが，世帯人数が９人や 10人の場合は８人よりも少なくなってい
る。これは，土地の請負権を配分した後の婚姻や子供の出生など世帯人数の変化が原因で
あった。４人世帯が最も多く全体の４分の１を占めており，次いで３人世帯，５人世帯の
順となり，平均すると 4.5人である。ここから計算すると，S村における農家人口１人当た
りの農地規模は 1.2 ムーにすぎない。吉林省では平均 6.1 ムーであり，同省の中で低いの
はもちろん中国全体の平均値である 1.8 ムーと比較しても３分の２の水準にとどまってい
る。それゆえ，当地域では請負農地の小規模性が著しいことがわかる。 
 また，S村の村民委員会によると，農地を配分する際には平等原則が機能し，農家 1戸当
たりに所有する圃場の数は１筆から７筆であり，平均値は 3.9 筆である。各農家の圃場は
必ずしも隣接しておらず，団地化されていない。つまり，分散錯圃の状態である。以上の
ように，各農家単位でみるときわめて零細な分散錯圃の状態であり，農地集約を行うこと
に非常に多大な労力を必要とする。つまり，団地化を形成しにくいことから，この地域で
は経営農地の規模拡大が一定程度進んでも機械投入による省力化やコスト削減効果はあま
り大きくはないと考えられる。 
       
第 3節 農家の利用権の移動と経営農地面積の変化 
 
 
 
 
農家ごとの個別の事情と利用権の移動の実態を把握するために，S村において 20戸の農
図 3-3 事例農家の請負農地面積と 2014年現在の経営農地面積の変化 
（出所） 村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。 
46 
 
家に対して聞き取り調査を行った。その結果，多くの農家では経営する農地面積が配分時
よりも減少したことが明らかになった。図 3-3は，調査農家 20戸の 1997年に配分された
請負農地の面積と 2014年現在の経営農地面積の変化を示している。図中の斜線よりも下の
農家は農地面積が減少したことを示しており，13戸が該当する。面積に変化がなかったの
は５戸であり，増加したのは２戸である。農地減少の原因のうち，他の農家への賃借など
によって農地として有効活用されているケースは少なく，３戸合わせて 7.0ムーにとどま
る（表 3-4）。むしろ，道路の建設と公共施設の建設による農地転用や退耕還林による農地
の純減のほうが多い。 
 
 
表 3-4 個人農家における就業状況および農地の特性と減少の原因 
（単位：ムー） 
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転用された農地の請負権は，政府が補償金を農家に支払って回収された。補償金の金額
は，転用農地の位置や生産力などによって異なるが，１ムー当たり 1～７万元であった。転
用面積が最も大きい№１農家によると，県道の拡幅工事の際，元の道路の両側にあった平
場水田（約４ムー）は，１ムー当たり７万元で請負権が回収され，道路として使用される
ようになった。№１農家が手にした総額は約 30万元にのぼり，農家人口 1人当たりの平均
年収が１万元弱の長白県においては法外な金額であった。 
 長白県政府における聞き取りによると，今後も農地転用が進むことが予想され，この地
域の農家は自己農地の公共用地への転用期待をもつようになり 6），農地の請負権の放棄に
つながる譲渡などの農地集積に躊躇するようになった。つまり，公共用地への高い補償額
が，農家の利用権の移動阻んでいる。 
 ほかにも表 3-4に示すように，農家の圃場の面積は 1ムー前後のものが多く，さらに縮
小する傾向もみられる。とくに山に隣接した圃場は完全に農地ではなくなったとケースも
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ある。また，農家に対する聞き取り調査によると，山間部では粗放的な農業が行われてお
り，土地生産性が低い。農薬散布や施肥は１回程度もしくはまったく行われていない。こ
れは圃場の傾斜が急であるため，大雨などにより土砂崩れが発生しやすく，獾子（イタチ
科の動物）などの獣害も多いので営農意欲がそがれているからである。居住地から圃場ま
で坂を上っていかなければならず，高齢者にとって頻繁に往復することが困難であること
も，山間部の圃場が低投入となる理由である。 
農地の経営面積が増加したのは，№19と№20の農家であったが，２戸とも食糧作物では
なく野菜か苗木７）の栽培であった。食糧作物より収益性が高く，農業によって所得の拡大
を目指そうとする数少ない農家のみが経営規模を拡大している。借りた農地は友人や知り
合いからの口頭による協議で賃借した。村民委員会を経由するより安く手に入れられるし，
煩雑な手続きや手数料がかからないためである。しかし，このような農地の貸借は明確な
契約がないため法律の保護がなく，貸し手と借り手の両者に，いつ回収されるか，あるい
は地代が値上げされるかといった不安が残る。 
また，№19と№20の両者は 50代の男性であった。以前は出稼ぎにより家計を支えてき
たが，子女が独立するとともに外地での長期出稼ぎを止めて故郷に戻った。さらに，最初
は県内で運送業や飲食業を 1年前後従事したが，収入が不安定であるため家族農業経営に
も力を入れることになった。現在では県内の短期的な出稼ぎと収益性が比較に高い野菜や
苗木の栽培により生活を維持している。 
農地の経営面積が不変であった農家は５戸である。このうち，№15農家の事例から，農
家の就業と生活の実態をみてみる。この農家は 50代の夫婦と 80代の母で，1997年に約５
ムーの農地が配分され 2004年までは稲作を行っていたが，灌漑用水路の喪失により，大豆
とトウモロコシを栽培する畑作に変更した。しかし，収益は上がらず，現在の年間の農業
所得は約 5,000元にとどまっている。そのため， 2004年以降，息子２人は，上海や韓国の
飲食店や工場で長期の出稼ぎを行っている。S村に残っている夫婦は，少ない農業所得のほ
かには不安定雇用による農外所得が頼りである。兼業内容は主に馬鹿溝鎮内にある山菜・
キノコ・朝鮮人参等の加工工場での日雇いであった。１日の労働時間は約 10時間であり，
日給は仕事内容によって異なるが，100元～150元であった。しかし，これらの日雇いさえ
常時あるわけではなく，60歳以降に雇用される保証もない状況である。このように，小規
模な経営では農業だけで生活の維持は容易ではないが，農外所得も不安定である。そのた
め，出稼ぎ所得に家計を一部依存しながら農地を増やすことも減らすこともしないという
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ことを消極的に選択している農家もみられる。 
このような条件不利地域において，若い人は地域を離れ，長期出稼ぎをする傾向が強い。
調査農家 20戸中，18戸で出稼ぎ者がみられた。地域内の就業機会は少なく，雇用も安定し
ていないからである。その結果，高齢者が農村に取り残されている。したがって，当地域
の農家は農地の公共用地への利用を期待しており，請負権を手放さない状況である。利用
権の移動は少ないが，あっても個人間相対型の賃貸・賃借にとどまる。さらに，若年労働
力が他地域へ流出することで，残された高齢者は山間の急傾斜地で重労働を伴う農作業を
行いにくく，そうした農地が荒廃することになった。 
 
第 4節 小括 
本章では中国における山間地農村の一つである吉林省長白県を取りあげ，農地利用の現
状と利用権移動の阻害要因について検討を行った。長白県は営農する上で条件不利地域に
位置づけられ，農業基盤が弱く，出稼ぎ者を多数輩出している。その上，長白県では農家
ごとの経営農地が小規模であり，利用権の移動も停滞している。それどころか，地域全体
で農地は減少し，個々の農家においても経営農地面積が縮小する傾向にある。 
経営農地が小規模に留まり，利用権の移動を阻害する要因については，第１に，平等主
義に基づく農地の分配があげられる。その結果，各農家単位でみるときわめて零細な分散
錯圃の状態であり，農地集積を行うには多大な労力と時間を必要とする。大規模な農地を
入手するには，多くの農家と交渉する必要があり，長期間にわたることが予想される。第
２に，若年層の出稼ぎによる他出と高齢者の農村での滞留があげられる。元々が小規模で
あったので，農業労働力が減少しても農地の相対的な余剰は発生しなかった。農家は自給
的な農産物も生産することができる農地を生活する上での最後の頼みの綱として留保した
いと考え，利用権の移動に対する補償価格を高い水準で要求しがちである。第３に，農家
の公共用地への転用期待があげられる。道路などのインフラを整備するために，高額な補
償金で分配された農地が村に回収されている。そうした状況が続いているので，農家は請
負権を手放したくないと考えているのである。 
以上のように，長白県では農地利用権の移動が進まず，経営農地の規模拡大も消極的で
ある。農業の生産性は低く，地域内の所得水準も低い。こうした格差を縮める手段として，
富裕な地域や国の財源から貧困地域への財政トランスファーを用いることは，日本でも高
度経済成長期以降にみられてきたが，一時的な格差縮小には貢献するとはいえ，根本的な
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解決策とはいいがたい。山間地農村では，農地の低生産性が経営農地の規模拡大を阻んで
いるどころか，規模縮小を促すという悪循環に陥っている。そのため，山間地農村では農
業振興のためには別の道筋が求められ，他地域にはない特徴を生かしながら，集約度を高
めていくことが求められよう。まずは農地としての価値を高め，結果的に規模拡大につな
げていくことが考えられる。 
 
 注 
 
1） 当地域における労働力は，18～50歳の男性および 18～45歳の女性を 1人とし，16～
17歳と 51～60歳の男性および 16～17歳と 46～55歳の女性を 0.5人として換算されて
いる。 
2） 長期出稼ぎとは，年間６か月以上自己居住の郷鎮外で働くことである。長白県の農業
局の資料によると，2014年の長期出稼ぎ人口 3,221人のうち郷外県内が 1,086人（34％），
県外省内が 654人（20％），省外が 1,481人（46％）であった。農家への聞き取りによ
ると，この地域における出稼ぎは主に韓国や上海・北京などの大都市で飲食業や工場
で働く人が多い。 
3） 主に冬などの寒い季節における野菜栽培や育苗などに使われている。また，温室を作
る際に利用されている材料や形により加温条件などが異なり，様々な用途に対応でき
る。 
4） 調査地域における地代は，県の国土資源部と村民委員会で土地純収益に基づいて相談
しながら定められる。 
5） 『全国農村固定観察点調査数拠滙編』（2000～2009 年）によると，全国における圃場
1筆当たりの平均面積は 2000年の 1.26ムーから 2009年の 1.74ムーまで，次第に増加
する傾向がみられる。利用権の移動の進展とともに 2014 年の数値は 2009 年よりも大
きいものと推定され，調査地の平均圃場面積は全国平均を大きく下回ると考えられる。 
6） №１農家は，農地の転用により入手した補償金を自家用車や子女の婚姻費用等に使用
し，村の人々に農地の補償額の高さを認識させることになった。 
7） 苗木の栽培には特別な技術を必要せず，初期投資も比較的安価ですむため，一般の農
家でも比較的簡単に栽培することができる。2005 年以降は，退耕還林および環境改善
等の高まりにより，県内外における苗木への需要が高まった。2010 年頃には，取引価
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格も 1本当たり約 1.2元/本まで高くなり（2000年頃の価格は 0.2～0.3元/本），一部
の農家は苗木の栽培を開始した。 
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    第4章 中国の山間地農村における家族農業経営の変化と農外資本の農業参入 
         
本章では，中国の山間地農村を対象として，農業経営における家族経営の衰退とその要
因について分析し，加えて，当該地域における農外資本による農業への参入についても解
明を行う。 
研究を進めるために，農業経営上条件不利である吉林省白山市長白県馬鹿溝鎮のS村を対
象に現地調査を行った。調査方法としては，まず当該地域の個人農家における就業構造に
ついて分析を行い，家族経営が衰退する現況について言及した。次に，農家の収入構造等
に関する状況から家族経営の衰退要因について検討した。続いて，馬鹿溝鎮内の高収益性
農産物の経営農家及び農外資本により参入した事例から，当地における農外資本による農
業経営への参入現況を把握した。最後に，鎮政府の政策方針及び各経営の内訳について分
析し，農業経営への参入要因について考察を行った。 
 
第 1節 家族経営の衰退 
 
表 4-1 S村の個人農家における就業構造の内訳(2015，2016) 
（単位：人，筆，ムー） 
53 
 
 
まず，S村の事例を取り上げ，家族経営の衰退について考察する（表 4-1）。第 2章で説
明したように，本来 S 村の経営農地の総面積は約 700 ムーであり，圃場数は 493 筆であっ
た。現地調査によると，道路の建設や退耕還林等によって，そのうち 105 筆の圃場が 2000
年以降減少した。主な生活手段として頼り続けた農地が減少したことは，農家の生活維持
に一定の影響を与えたと考えられる。加えて，農地の減少とともに国内の物価も高騰した
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ため，農家の経済負担は重くなり，生活の維持さえできない農家が現れた。調査農家では，
2000年以降 1戸当たりで平均農地面積が約 20％減少し，高齢夫婦世帯を除き，19戸の農家
が出稼ぎを経験した。 
さらに，2000 年頃当該地域では水田が約 100 筆あったが，2015 年現在は 18 筆に減少し
た。生産者の高齢化とともに水田は一層減少する恐れがある。当地における農家の主食は
主に米と小麦であるが，2000年以降になると従来の米と小麦の生産農家も減少しつつあり，
村外の地域から食糧を調達することになった。現在，農家で生産されている食糧作物はト
ウモロコシと大豆であるが，主食としては利用されることができず，ほとんど販売向けで
ある。一方，野菜だけが自給する傾向であった 1）。 
また，当該地域では兼業農家が急増した。農家人口 77人のうち，80歳以上の高齢者や学
生等仕事に従事しない 19 人を除いて，農業のみに従事する人は 10 人で，全体の 17.2％占
め，主に 60歳以上の高齢者であった。一方，特産物 2）の栽培や農業以外の自営業を展開し
た農家も存在するものの，前者（2，14番）は現在特産物の栽培を中止している状況であり，
後者（3，17，20番）は生活をかろうじて維持する水準であった。 
 つまり，調査地域の農家では，家族経営が衰退するとともに，特産物の栽培や自営業の
展開はみられたものの順調な発展を遂げることができなかった。以下では，家族経営が衰
退した原因について検討を行う。 
 
第 2節 家族経営の衰退要因 
 
2.1 食糧作物経営収益の低下 
2015 年の現在，調査地では主にトウモロコシと大豆の輪作が行われており，1 ムー当た
りの年間農業所得は圃場の土壌や位置によって異なるが，700～1,300 元である。1 戸当た
りの経営農地面積は約 5 ムーであり，年間の農業所得は 5,000 元前後に留まる。聞き取り
によると，2000 年以前と比較して整地・耕起・農薬散布・除草等の作業を削減し，労働力
の投入を減少させていた。また，経営農地の状況から見ると，1 戸当たりの平均圃場数は
3.1であり，このような圃場は必ずしも隣接しておらず，経営規模の拡大も行われていない。 
加えて，居住地の県では出稼ぎによる雇用が不安定であり，賃金も大都市より少ないこ
とから県外での出稼ぎが普通になった。調査農家によると，県外の出稼ぎによる賃金は
3,000元/月以上である。ただし，県内でも約 2,000元/月であるため自家の農業所得よりは
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高い。 
 
 
 
 
さらに，20 戸の農家における具体的な収入構造（図 4-1）を見ると，15 番を除く農家で
は農業所得の占めている割合が 2 割未満であり，農家では農業経営を続けているものの，
主な収入は農外所得に頼る。中でも県外雇用である長期的な出稼ぎを中心としている。現
実には，一般の農家においては 3 種類以上の収入源を持つことが一般的であり，15 番農家
以外の 19戸の農家は日本の第 2種兼業農家に相当している 3）。 
特に，子女が学校（中学生以上）に通っている農家では，年間 1.5～2万元の学費や生活
の費用を賄うためには出稼ぎをしなければならない状況である。このような農家は 8 戸あ
るが，村内には小学校しかないため中学生以上は寮に住むことが必要であった。農家では，
子女の学費だけではなく，村外での生活費用もかかり，負担がより大きくなっている。 
2.2 食糧作物経営の担い手の減少 
調査対象のうち，高齢のため仕事ができない 1 戸を除き，95％の農家は出稼ぎ経験を有
する。また，そのうち，家族が同時に県内と県外で働いているのは 70％である。具体的に
は，80％の農家（16 戸）が県外の出稼ぎを行い，85％の農家（17戸）が県内の出稼ぎも行
った。村の農家は教育水準が低く，肉体労働以外の雇用はほとんどなく，県外での出稼ぎ
の仕事は主に建築業や工場での重労働であった。50 代以上になると体力が衰え，県内に戻
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図 4-1 S村の農家における収入構造の割合 
（出所）現地調査により作成。 
（注）被贈所得と自営業（非農）は除く。 
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って仕事の場を探すかあるいは農業で生活を維持する人が多い。また，このような出稼ぎ
は年によって働く期間が異なるが，6ヶ月以上の長期出稼ぎを基本とした。そのため，農繁
期を除くと農地では 50代以下の男性の姿が見えない状況であった。 
 
 
 
さらに，20戸の農家における出稼ぎの内訳（図 4-2）を見ると，第 2，3次産業に雇用さ
れている総数は 42 人であるが，21 人が長期出稼ぎ，21 人が短期出稼ぎであった。前者に
ついては男性が中心となり，後者では女性を中心とする。平均すると 1 戸当たりに少なく
とも 1人が長期出稼ぎを行い，農家の基幹労働力が農外に流出する傾向が強い。 
県内における出稼ぎは，主に長白鎮（県の中心地域）でのサービス業と県内の特産物経
営に関する雇用労働である。ただし，このような仕事は短期的であり，不安定である。ま
た，県内の出稼ぎにおいては，女性の割合が高い（約 70％）が，その理由として，親や子
供の世話をするためには家の近所で働くことが必要であった。加えて，女性は家事および
定期的な農地管理（主に除草作業）が求められるので，1～2 ヶ月を単位とした短期的な出
稼ぎであった。ただし，出稼ぎの期間では休みを取れない状況も多発し，農地の管理が十
分に行われないこともある。 
県内の特産物の経営に必要な労働力は主にその生産・加工であるが，日雇いを中心とす
る。具体的な作業内容は，特産物の生産に関わる作付・収穫・運送と，加工に関わる選別・
図 4-2 S村の農家における出稼ぎの内訳（第 2.3次産業） 
（出所）現地調査により作成。 
（注）農業経営に関する雇用は除く。 
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洗浄・乾燥である。生産部門には男性を中心とし，加工部門には女性が雇われる。ただし，
多くの特産物経営に必要な労働力は 4～5 月，9～10 月に集中し，農繁期と重なることが多
い。通常の日給は約 100元/日であるが，農繁期は労働力が不足するので賃金水準が 200元
/日程度ともなる。そのため，農家ではより高い報酬を求め，自家の農作業より雇用労働を
優先する。しかし，このような雇用労働さえ安定的な収入源ではなく，年間 30日程度しか
確保できない不安定雇用が多かった。 
つまり，農家の基幹労働力（主に男性）は 40代までは県外での出稼ぎ傾向が強く，50代
になると県内での仕事を探し，自家の農業経営も行う。しかし，60 歳以上は県内での出稼
ぎの場さえ確保することが困難になり，自家の農業だけに従事することが一般的であった
（図 4-3）。 
 
 
 
2.3 高収益性農産物への参入困難 
本来，馬鹿溝鎮では食糧生産の収益減少に対して高収益性農産物への生産に転じるはず
であるが，本研究の調査結果によると，そうではなかった。例えばＳ村では，家族経営に
より朝鮮人参の栽培を行った農家が 2 戸しかなく，他の特産物への参入は試験栽培の程度
に留まっていた。その 2 戸の農家は 1995 年頃から 2005 年頃まで朝鮮人参を栽培し，その
面積は約 2 ムーであった。農家の聞き取りによると，朝鮮人参は多年草であり，栽培を開
始してから 4～6年を経て収穫することが一般的である。また，単価が比較的高く（2015年
は約 130元/kgであった）盗難事件も頻発する。特に，朝鮮人参の栽培において，1ムー当
たりの土地整備 4）の費用は約 3 万元であり，施設の投入は約 3,000 元である。加えて，約
3,000元の種子と年間約 1,500元の肥料・農薬費を加算すると，1ムー当たりの朝鮮人参を
生産する際には 4 年以上の期間がかかり，約 4 万元の初期投資が必要である。そのため，
図 4-3 農家の年齢別就業選択 
（出所）現地調査により作成。 
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家族経営における朝鮮人参の栽培はリスクが高く，資本の回転も遅い。 
さらに，朝鮮人参の圃場管理は周年で作業が必要であることから，収益上のこと考えて
その栽培を中止した。現在，1 戸の農家は他の朝鮮人参圃場で管理員として働き，固定給
（3,000 元/月）を得ている。聞き取りによると管理作業は，主に定期的な農薬散布，圃場
の整備，盗難の防止であった。また，働いている圃場の経営主は本来建築業に従事した農
外資本からの参入であった。つまり，S村における農家では新しい収入源を増やすため，特
産物の経営に参入した者もみられるが，初期投資が高く，資本の回転が遅いことから栽培
を中止する状況が生じた。 
2.4 過当競争の発生 
 
 
上述に加えて，家族経営により一時的に盛んであった五味子（漢方薬）の事例を用いて，
特産物栽培の過当競争について議論を深める 5）。馬鹿溝鎮では 2010 年ごろから五味子の認
表 4-2 E村における五味子の生産と農地回復（2016年） 
（単位：ムー，人，元） 
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知度が上昇し，消費者の健康意識とともに五味子の需要も増加した。単価も 1kg 当たり 30
～40 元から 100 元前後まで上昇し，鎮内の栽培面積はわずか 3～4 年間でピーク時には約
1,000ムーに達した。加えて，農家によると，五味子の栽培では少人数でも生産可能で，販
売価格も従来の食糧作物より高い（1ムー当たり約 1.5倍）ことが特徴であった。 
ただし，急速に増加する五味子の供給に対し，その需要の拡大のペースは遅く，供給過
剰の問題が生じた。その点については鎮内の最大な生産地であった E 村を対象に調査を行
った。家族経営で栽培を行った農家は 20戸（表 4-2）であったが，2016年現在，農家では
その栽培を休止し，農地の回復作業を行ってきた。20 戸の農家のうち農地を完全に回復し
た農家はわずか 5戸しかなく，ほかの 15戸は回復中かあるいは荒廃の状況であった。特に，
2，3，9，17，18，20番の 6戸の農家では五味子の蔓の撤去作業さえ行わず，農地は完全に
放置される状況であった。確かに，最初に五味子の栽培を行った農家では高い取引価格に
より高収入を得たが，五味子の栽培に参入する農家が急増するとともに供給過剰が発生し，
取引価格は急速に低下することになった。また，E村における五味子の販路は主として中間
商人であり，農家自らが率先して販路を開拓するようなことはみられない。2016年には 1kg
当たりの単価は約 30 元以下となり，利益が大幅に縮小した。 
つまり，新規参入の障壁が比較的低い特産物の経営では，競争相手が多いことから過当
競争を招き，一時的なブームの後衰退する傾向となる。また，戦略をもたずに周囲と同調
する行動は農地が荒廃するリスクも存在する。 
以上のように，山間地農村における農業は，家族経営の衰退とともに雇用労働を中心と
した構造へと変容した。一方，農家では男子基幹労働力の農外流出に伴い，家族労働力の
高齢化，女性化がみられ，農家労働力の質的低下とも考えられる。加えて，農家では従来
の食糧作物の生産から特産物経営に移行する動きはみられるものの，長期な収入源として
発展することができず，むしろ労働者として雇用される立場となった。以下では，農外資
本による農業経営への参入とその要因を取り上げ，山間地農村における農業経営の変化に
ついて考察する。 
 
第 3節 農外資本による農業経営への参入 
本来，馬鹿溝鎮では食糧作物の生産を中心とし，主に家族経営により支えられてきた。
しかし，近年では兼業化および高収益性の特産物経営への参入が展開した。従来，米，ト
ウモロコシ，大豆の生産が主であるが，2000年以降，県内の各郷鎮では特産物の生産活動
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も取り組むようになってきた。その結果，鎮の農地面積の8割以上（2001年）を占めていた
食糧作物の作付面積は6割まで減少し，特産物の生産が増加した。 
鎮政府への聞き取り調査によると2015年までに，このような経営者は約200人に上り，う
ち，約７割は農外資本による参入である。農外資本の参入により生産・販売されている作
物は，主に朝鮮人参，ブルーベリーと虎眼万年青（漢方薬）であった。以上の3品目におけ
る経営状況については5人の経営者を対象に聞き取り調査を実施した。 
 
 
調査事例の具体的な経営状況については表4-3のようになる。経営者本来の職業は，県政
府の職員1人，建築業者1人，村幹部1人，技術指導員1人，運送業者1人である。また，5人
は村幹部かあるいは村幹部の友人・親族であった。創業は2003～2013年にわたり，栽培品
目は朝鮮人参，ブルーベリー，虎眼万年青であった。5人の経営者による具体的な経営内容
は以下のようになる 
3.1 A経営 
A経営者は，政府の役員であったが，50代後半になって退職後のことや友人からの誘いを
受けたこともあって，特産物の経営に参入した。友人は製薬会社の社員であり，漢方薬の
買い付けに関する仕事をしている。一方，A経営者は県政府の農業関連の仕事に従事し，県
内の特産物の経営状況についても把握している。加えて，A経営者が所持する一定の資金お
よび人脈と友人の販路を利用し，2013年から虎眼万年青（Ornithogalum caudatum Jacq.）
の栽培を開始した。 
A経営では現在４ムーの虎眼万年青を栽培している。その栽培には日光温室が必要である
が，県政府が各農村に建設したものであった。本来，このような農業支援施設は，建設後
に農地を転用した農家に低価格で賃貸し，農家ではこれらの日光温室を利用して食糧作物
の栽培から施設野菜の栽培に移転した。しかし，収益は少し増加したものの根本的な生活
の改善はできなかった。 
表 4-3 農外資本の参入による特産物経営の現状(2016) 
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調査地域では，農家は自給的に野菜を栽培するケースが多く，商品化に向けた施設野菜
は主に県の中心地域に販売する。ただし，建設された日光温室でも厳寒期の栽培が不可能
であり，一般の露地野菜の作型とは大きな差異は見られなかった。そのため，配分を受け
た農家では安定的な施設経営が進まず，2～3年で栽培を中止し，これらの日光温室を特産
物の経営者に転貸し，自身は出稼ぎに集中した。 
現在，A経営者が利用している温室は2010年頃に完成し，本来の利用農家から利用権を手
に入れた。農家との相談を終え，比較的安い利用料（1ムー当たり年間約1,000元）で4ムー
の温室を利用することができた。1ムーの日光温室を建設するには約15万元の費用がかかる
が，A経営者にとっては施設の投入で約60万元の初期投資を避けることが可能になった。し
たがって，A経営の成立条件には政府の支援を有効に利用することと販路の確保が重要では
ないかとも考えられる。 
3.2 B経営 
B経営者は県内で建築業を営んでいたが，友人の紹介を受け朝鮮人参（漢方薬）の栽培を
開始した6）。2007年から約18ムーの林地の開発権を入手し，朝鮮人参を栽培し始めた。B経
営者の主な仕事は林地の借用交渉・手続きや販路の確保であり，具体的な生産管理は雇用
労働者に委託した。 
B経営では，初期投資が最も多く約50万元であった。それでも参入を決断した理由は安定
的な販路が存在するためであった。吉林省の中で最も中心的な抚松万良人参市場（長白県
から約360km離れ，中国で最大級の朝鮮人参卸売市場）の卸売業者と友人を通じて連携する
ことができ，生産された朝鮮人参は安定な価格で販売することが可能となった。つまり，B
経営の成立には，一定の資金と安定的な販路が必要であった。 
3.3 C経営 
C経営者は，現在村民委員会の役員であったが，2010年からは朝鮮人参の栽培を始めた。
朝鮮人参は多年草であり，生産開始から4年目から販売が可能である。また，これらの特産
物の栽培には比較的高い栽培技術（温度・日照管理等）が必要であり，農繁期は多くの労
働力が必要になる。 
C経営者はもともと村内で特産物経営に関連する仕事に従事し，一定の生産技術は把握し
た。また，息子から約10万元の資金援助を受け，生産の初期投資も備えた。くわえて，村
内の事情について詳しく，比較的開墾し易い圃場を入手することができた。本来，鎮内で
朝鮮人参の土地整備を行う際にかかる平均の費用は1ムー当たり2万元以上であるが，C経営
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者はこの金額を1万元以下に収めることができた。また，他の経営者からも栽培技術に関す
る支援と販売経路を共通利用することもでき，安定した生産活動を行うことが可能であっ
た。つまり，長期間村幹部を続けてきたC経営者は，自らの人脈によりコストの削減ととも
に販路を確保した。さらに，一定の資金と技術を所持することにより経営が成立した。 
3.4 D経営 
近年，中国における健康食品のブームとともに，この地域ではブルーベリーを栽培し始
め，その生産拡大を図ってきた。県政府も新規の経営者に一定の技術指導と資材の補助を
与え，支援することにした。県内におけるブルーベリーの生産は個人経営者が多く，主な
販売先は県内の市場と果汁加工工場であった。 
D経営者は，もともと県内のブルーベリー栽培の技術指導員であったが，政府の支援を受
け，2003年から自己でブルーベリーの生産を開始した。現在の経営規模は80ムーであり，
生産量の約80％が県内向けである。経営者は主に販路の確保や圃場の管理などに努め，具
体的な生産活動は雇用労働力に委託している。販売先は県の中心地域である長白鎮である
が，収穫されたブルーベリーを一定の価格で中間業者に販売し，さらに中間業者が各小売
店や個人売者に販売している。現地調査では，市場で販売されているブルーベリーの価格
は規格の差異により異なるが，D経営者は規格による区分を行わず，一括で販売する方法で
あった。経営者によるとブルーベリーは傷付き易く，できるだけ早く販売した方が利益の
確保に繋がるという。 
D経営者は鎮内でも最初のブルーベリー生産者であった。当初（2003年頃），鎮政府では
これらの新規参入者を増やすため，D経営者には年間1万元の補助金と低価格で農地を転借
させた。また，初期投資で大きな割合を占めている苗木も低価格や無償（試験栽培の意味
で少量である）で入手することができた。当時，ブルーベリーの苗木の価格は27元/本であ
り，1ムー当たり約250本植える。そのため，80ムーのブルーベリー栽培にかかる実質的な
苗木の購入価格は50万元以上にのぼる。つまり，D経営における経営の成立には支援制度の
有効利用・技術と一定の資金を持つことであった7）。 
3.5 E経営 
E経営者は県内で運送業を営んできたが，ブルーベリー試験栽培場を民間に転換する機会
を得て，ブルーベリーの経営に参入した。2010年から産を開始し，現在の経営面積は30ム
ーである。経営者は主に販路の確保や施設の管理を行い，具体的な生産活動は雇用労働者
に依存する。販売の方法もDの経営者と類似し，固定的な中間業者か小売店に販売すること
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であった。 
政府の支援を受けたため，土地の整備や施設投入にはわずか1.2万元で済んだ。また，20
10年頃には苗木の価格も15元/本以下まで下がり，約12万元の初期投資で栽培が開始された
。つまり，E経営者においても支援制度の有効利用と一定の資金が経営の成立条件である。 
このように特産物の経営を始めるためには一定の初期投資が必要である。主に，土地整
備，施設投入，種苗の購入であり，5人のいずれも10万元を単位とした投資金額であった。
一方， D経営者を除き，借金に頼らず，自己資金（100％）と政府支援（80％）の有効利用
により初期投資を行った（表4-4）。さらに，聞き取りによると，経営者の仕事内容は5人
とも生産物の販売と雇用労働力の労務管理であり，生産及び圃場の管理は雇用労働者に委
託している。そのため，年間特産物の経営に投入する時間は30日未満であり，本来の仕事
も続けることができる。 
 
 
 
雇用労働者は主に当地の農家であるが，農繁期における短期的な雇用と年間約 8 ヶ月働
く長期的な雇用（圃場管理員）に分けることができる。後者は主に，食糧作物の栽培から
特産物の経営を試みたが，うまくいかなかった農家である。このように，農業経験のない
人でも農業参入における栽培技術の不足を補うことができる。より具体的な参入要因につ
いては，以下で説明を行う。 
 
 
表 4-4 特産物経営における初期投資と雇用労働の内訳（2016） 
（単位：日，人，元） 
（出所）5人の経営者に対する聞き取り調査により作成。 
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第4節 農業経営への参入要因 
 
4.1地方政府の政策的支援 
 2000 年以降，当該地域では食糧作物の栽培を縮小すると同時に，特産物や野菜などの経
営規模を拡大する構造の調整が本格化した。具体的な内容は「退糧進特」（食糧作物よりも
特産物の進展）の政策を打ち上げ，地方政府は特産物の経営を行う個人や団体について一
定の支援を行うことであった。なかには，村の幹部らがリーダとして働き，特産物の経営
を開始した事例も散見される。食糧作物に対する特産物の作付面積比率は 2001 年の 5 対 1
から 2015年の 2対 1近くまで変化した。 
適地適作の原則に基づき，各村の単位でも「一村一品」といった運動を展開した。各村
では自然環境に適した作物の栽培を開始し，一部の新規参入の経営は，施設・補助金等の
支援を受けた。特に，建設費が高く，一般の個人では建てにくい日光温室等の施設を村が
建設し，低価格で農家や特産物の経営者に賃貸した。利用期間は 10年を単位とし，年間の
利用料はわずか 600 元であった。また，2000 年代の前半ではブルーベリーの新規参入者に
年間最大 1 万元の補助金を提供し，初期の安定的な経営を保つように支援した 8）。さらに，
調査対象 5 人のうち 4 人が政府からの支援を受けたが，具体的には A 経営者における栽培
施設の支援，C 経営者に対する圃場利用の支援，D 経営者における種苗・資金関連の支援，
E経営者における施設等の支援であった。 
4.2 特産物生産の高収益性 
まず，以上の 5 人が特産物の経営に参入した主な要因は特産物の投資収益が高い点が指
摘できる。以下，品目別の特産品収益を分析する（表 4-5）。 
 
 
虎眼万年青は貴重な漢方薬の原料であり，市場需要が年々高まっている。ただ，収穫ま
での期間が長く，土作りから始まり，収穫まで 3 年ほど必要である。2015 年の販売単価は
3 元/kg であり，1 ムー当たりの単収は約 7,000kg で総販売額は 2.1 万元となる。1 年あた
表 4-5 馬鹿溝鎮における特産物経営の収益（2015） 
（出所）5人の経営者に対する聞き取り調査により作成。 
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りにすると約 7,000元が得られる。そこから雇用労働費，施設費等の生産費を控除すると，
1 ムー当たりの年間の農業所得は約 2,500 元となり，トウモロコシ生産よりも約 2 倍高い。
前述のように，経営者の実質的な年間労働時間は 30日未満であり，労働時間に対する収益
性は非常に高い。また,経営者によると経営規模の拡大も考えており，本職の定年後には家
計を支持する重要な柱ともなる。 
朝鮮人参の場合，土地の整備後に播種してから収穫するまでおよそ 4～6年必要であるが，
その期間によって 1ムー当たりの収穫量は 750～900kgとなる（年数が長いほど収穫量が多
い）。また，2015 年の販売単価について 4 年生は 75 元/kg，5 年生は 130 元/kg，6 年生は
180元/kgであった。1ムー当たりの年間の農業所得は 10,000元に上り，食糧作物と比較す
ると 10倍以上となる 9）。 
ブルーベリーの場合， 1ムー当たりの収穫量は約 200kgであった。販売価格は 13～15元
/kgであり，経営者によると 1ムー当たりの年間の農業所得は約 1,500元以上である。上述
の両者に比べて単位面積当たりの収益は少ないが，それでも食糧作物の約 1.5～2倍になる。
加えて，管理作業も比較的容易で労働生産性も高い。 
4.3 販売経路の確保 
5人のうちA，B，Cの経営者は販路を確保してから特産物の経営に参入した。ニッチ型商
品であるこれらの特産物は，従来から需要が限られており，販売経路も少数の人に握られ
ていた。特に，A経営者は県政府の農業関連の仕事に従事し，農業に関する情報が入手しや
すかった。また，友人が製薬会社の漢方薬の買い付けに関する仕事に従事することから，
友人の販路を利用し，2013年から虎眼万年青の栽培を開始した。 
一方，馬鹿溝鎮における朝鮮人参の栽培は1970年代から始まり，主に村を単位とした集
団的な生産活動であった。責任者は主に村の幹部であり，販売は数人の村幹部と中間商人
によりコントロールされてきた。2000年以降は農外資本の参入も増加し，新たな流通経路
も形成されたものの，小規模な水準に留まった。全体からみると，朝鮮人参等の特産物の
販売経路は，依然として少数の有力者に握られている状況である。  
つまり，高収益性の特産物経営に参入するにはハードルが高く，一般農家の新規参入は
困難であった。調査の結果からみると，10万元を単位とする初期投資は個人農家では負担
できない大金であった。そのため，一般農家の参入が少ないことから，短期間での過剰供
給の現象が生じにくかった。特に，馬鹿溝鎮で順調な発展を遂げた朝鮮人参の新規参入に
おいても2000年以降から15年間でのべ40人前後まで増加したが，村の単位で平均すれば，
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一つの村ではわずか2～3人程度しかなかった。五味子の事例と比較すると競争の相手が少
ないことが特徴であった。 
 
第 5節 小括 
本章では中国吉林省長白県馬鹿溝鎮を取りあげ，中国の山間地農村を対象として，農業
経営における家族経営の衰退とその要因について分析し，加えて，当該地域における農外
資本による農業への参入についても解明した。 
その結果，調査地域の農家では，家族経営による農業から出稼ぎへの傾向が強くなり，
主に雇用労働力として働く現況であった。特に，農家の基幹労働力となる者は 6 ヶ月以上
の長期出稼ぎを基本とし，農繁期と旧正月だけ故郷に戻るため，農繁期を除くと農地では
50 代以下の男性の姿が見えない状況であった。その原因は，食糧作物経営の収益が低下し
ている一方で，高収益性農産物への転換が安定化しなかったことがあげられる。 
一方，A～E の特産物の経営者及び五味子の生産農家の事例から特産物経営の現況につい
て分析し，農業経営への参入要因についてまとめると次の 3 点である。第一に，地方政府
の政策的支援が重要であった。特に，補助金と個人による建設が困難な施設の整備は当該
地域における特産物経営の意欲を喚起したと考えられる。第二に，特産物生産の収益が高
いことであった。一般農家の農業経営に比較するとその収益が高く，特に，労働時間に対
する収益性が高いことであった。第三に，販売経路の確保ができたことであった。需要が
限られているこれらのニッチ型商品は，販路が狭いことから生産されても販売することが
困難であった。経営者 A，B，C の事例から見ると販路の確保も農業経営へ参入する一因だ
と考えられる。 
つまり，一般農家において単なる作物の転作は生活の改善に大きく寄与せず，一時的な
改善があっても長期的な収入源として維持することが困難であった。むしろ，農地の荒廃
を招くリスクが存在する。逆に考えると，一般農家が高収益性農産物の経営に参入するた
めには，過当競争の回避，初期投資，販路の確保等が必要である。特に，第 1 の点に関し
ては有効な販売戦略を立て，安定した生産・販売システムが形成されるように農家の農業
経営を地域内で調整するべきではないかと考えられる。第 2，3の点に関しては，資本調達・
生産物販売能力の不足を克服するために農業組織化を適正に進めていく必要がある。 
以上のように，山間地農村における農業は家族経営の衰退とともに農外資本の農業への
参入が台頭しつつあり，農家はその賃労働者の地位にある状況が明らかになった。ただし，
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現状では農家間の連携による組織化の形成と共同生産・販売の動きもある。 
 
 注 
 
1） 調査によると，農家では0.5ムーぐらいの農地を利用して野菜やイモ類を生産し，主
に自給用であった。 
2） 本研究では，主に漢方薬やブルーベリー等の特定の地域に生産が集中される農産物（
非食糧作物）のことを意味する。 
3） 15番農家では子女による被贈所得で暮らし，3番，17番，20番農家では自営業（非農
 業）を行っているものの所得の変動が大きいため，図1には表示していない。 
4） 馬鹿溝鎮政府における聞き取り調査によると，当地の朝鮮人参の栽培は主に林地を開
墾し，土地整備を行うことから始まる。また，この作業では多大な労働力の投入が必要
であり，雇用労賃として換算すると 1ムー当たりに約 3万元であった。 
5） 現地調査（馬鹿溝鎮）によると，家族経営で一時的に盛んであった特産物は五味子と
苗木であるが，両作目とも一般の農家でも簡単に移植し，自家の農地で栽培できること
が特徴であった。また，両作目の発展・衰退の過程は類似するため，本稿では主に五味
子の事例を通じで家族経営の参入について考察する。 
6） 昔からこの地域で有名であり，栽培されてきた特産物は，主に朝鮮人参であった。馬
鹿溝鎮における朝鮮人参の栽培は 1970年代から始まり，主に村を単位とした集団的な生
産活動であった。生産された朝鮮人参は，県政府が定めた配分方式により県に引き渡す
量と村に残す量を決める。また，村では配分された朝鮮人参を販売し，生産活動に参加
した各農家に給料として一定の金銭を配っていた。一方，集団による栽培では管理の粗
放化とともに盗難事件も多発した。このような状況を改善するため，1980 年代では朝鮮
人参の圃場を農家単位に請負わせ，農家の生産意欲を喚起した。 
7） 2003年頃，D経営者はブルーベリーの栽培を開始する際に自己資本が不充分であるた
め，親族や銀行から約 20万元の資金を借りて経営を始まった。現在ではこれらの借金を
全部返済し，規模拡大のことも考えている。 
8） D経営者によると，政府では 3年間毎年 1万元の補助金と低価格で農地を転借させた。
また，初期投資で大きな割合を占めている苗木も低価格や無償（試験栽培の意味で少量
である）で入手することができた。 
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9） ただし，朝鮮人参の栽培には比較的高い栽培技術（温度・日照管理等）が必要であり，
普通の農家では従来の作農経験によって栽培することが困難であった。それゆえ，朝鮮
人参の栽培では技術指導員や管理員が必要であり，農繁期は多くの労働力が必要になる。
また，朝鮮人参の販売価格が年によって大きく変動し，2000 年の初期では文中に提示し
た価格の半分まで低落したこともあった。 
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終章 
 
本論文では，農林業が主たる産業である山間地農村の事例を取り上げ，当該地域におけ
る個別農家の経営農地の面積変化について，圃場の条件や利用権移動の状況から分析を行
い，農地利用権の移動が停滞する要因について考察を行った。また，このような山間地農
村の農業経営における家族経営の衰退と農外資本による農業への参入の現況についても検
討し，中国の山間地農村における農業経営の変容過程について明らかした。 
その結果，集団所有の土地を請け負う形の家族経営は徐々に衰退する傾向がみられ，現
況では農家の総所得に占める農業所得の割合は約 2割であり，低い水準にとどまっている。
これらの山間地農村の一部の農家では農地利用権の移動，経営作物の転換などを試行し農
業所得の向上を図ったものの一時的なものに留まり，貧困問題の改善には大きく寄与せず，
賃労働を中心とする兼業農家となった。加えて，調査地では個人農家の経営農地面積の減
少，経営主体の高齢・女性化がみられ，家族農業経営が量的・質的の二つの側面から衰退
していることが明確にされた。一方，高収益性農産物の導入は農外資本によりもたらされ，
山間地農村の農家には一定の就業機会を創出している。章別の具体的な分析結果は以下の
ようになる。 
第 1章では，中国で公表された統計資料を用い，都市・農村の所得格差や中国政府の政
策的改革について説明し，中国の農業が直面する問題点について考察した。中国では，改
革開放以降の農業政策を食糧政策から農業政策，さらに農村農民政策のように展開し，1990
年代の後半からは一連の農政改革を行い農業構造の調整が本格化した。ただし，このよう
な農政改革の変遷は地域による格差も極めて大きく，一部の農業基盤が弱い山間地農村は
経済発展から取り残され，大きな社会的な問題となっている。特に，平地農村と山間地農
村について比較してみると，山間地農村では農家人口 1人当たりの農産物の作付面積が停
滞しており，食糧作物の作付面積は減少していることが分かる。そのため，営農条件が不
利な山間地農村に対する営農条件改善が今後の農業政策を定める際の重要な参考ポイント
ではないかと考えられる。 
第 2章では，中国の山間地農村における経営農地面積の減少を，圃場の単位でその面積
変化を統計し，農地面積が減少する要因について明らかにした。調査対象の S村では新た
に開墾された農地はほとんど見当たらず，農地が減少する一方であった。 
農地減少の要因は，第 1に退耕還林が指摘でき，S村における減少農地面積のほぼ半分を
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占めている。第 2 は，道路建設による農地の減少であった。このような農地は転用される
とともに農家ではその使用権を完全に喪失することになる。さらに，土地の特性変化にも
関わり，平場水田が平場畑地に変化することによって当該地域における経営農地の量的減
少だけではなく質的減少にも繋がることが分かる。第 3 は，公共施設の建設である。平場
畑地の転用に関しては道路建設による転用と類似するが，半数以上の圃場が完全に消失す
ることが特徴であった。第 4 は，農地の荒廃である。他の 3 点に比べて減少面積は少ない
が，生産者の高齢化とともに，ますます増える恐れもある。つまり，S村のような山間地農
村では農家の経営農地が一方的に減少し，今後中国における農村インフラの整備とともに
その転用が増えるのではないかと推察される。 
第3章では，山間地農村における個別農家の経営農地の変化を，圃場の条件や利用権移
動の実態から分析を行い，山間地農村における農地利用の現状と利用権移動の阻害要因に
ついて明らかにした。 
調査対象の長白県は農業基盤が弱く，出稼ぎ者を多数輩出し，農家ごとの経営農地が小
規模であり，利用権の移動も停滞している。具体的な利用権移動の停滞要因については，
第１に，平等主義に基づく農地の分配があげられる。各農家単位でみるときわめて零細な
分散錯圃の状態であり，農地集積を行うには多大な労力と時間を必要とする。第 2に，若
年層の出稼ぎによる他出と高齢者の農村での滞留があげられる。元々経営農地が小規模で
あったので，農業労働力が減少しても農地の相対的な余剰は発生しなかった。第 3に，農
家の公共用地への転用期待があげられる。そのため，農家は請負権を手放したくないこと
になっている。つまり，長白県では農地利用権の移動が進まず，経営農地の規模拡大も消
極的である。また，農業振興のためには別の道筋が求められ，他地域にはない特徴を生か
しながら，集約度を高めていくことが求められよう。 
先行研究でも指摘された山間地農村地域の農地流動率が低く，流動の対象が親族や友人
に限られている状況は本研究でも検出されたが，利用権移動の要因に関しては農家の農外
就業と大きく関係せず，先行研究と違いが生じた。つまり，元々小規模であった経営農地
は退耕還林や建設用地への転用により量的・質的に低下し，出稼ぎができない高齢者がそ
うした農地を維持するにとどまる状況となった。他方，一般的に考えると道路などの農業
基盤の整備により経営農地をより効率的に利用することが考えられるが，第 2章と第 3章
の調査結果からみるとそうではなかった。調査地では，道路の整備とともに水路が破壊さ
れるなど経営農地が質的に低下し，農家の転用期待が向上して農地の流動化が進まない点
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は，先行研究では指摘されなかった事実である。 
第 4章では，山間地農村の農業経営における家族経営の衰退と農外資本による農業への
参入の現況を把握し，当該地域の農業経営の変化とその要因について解明した。 
当該地域における農業経営構造は，家族経営の衰退とともに雇用労働を中心とした構造
へと変容した。特に，農家では男子基幹労働力の農外流出に伴い，家族労働力の高齢化，
女性化がみられ，農家労働力の質的低下とも考えられる。加えて，食糧作物経営の収益が
低下している一方で，高収益性農産物への転換が安定化しなかった。一方，農外資本によ
る農業参入がみられるが，参入要因については，まず，地方政府の政策的支援が重要であ
った。次に，特産物生産の収益が高いことであった。一般農家の農業経営に比較するとそ
の収益が高く，労働時間に対する収益性が高いことであった。続いて，販売経路の確保が
できたことであった。つまり，山間地農村における農業経営は家族経営の衰退とともに農
外資本の農業への参入が台頭しつつあり，農家はその賃労働者の地位にある状況が明らか
になった。言い換えれば，一般農家において単なる経営作物の転換は生活の改善に大きく
寄与せず，高収益性農産物の経営に参入するためには，過当競争の回避，初期投資，販路
の確保等が必要であり，参入のリスクが高いと考えられる。 
先行研究では，農家が従来の自給的な生産から商業的な生産へと転換することで，農業
の生産性が向上し，所得が増えると指摘した。しかし，第 4 章の調査結果からみると一部
の高収益性農産物の栽培は確かに農家の農業所得を向上させるが，安定的な収入源として
維持することは困難であった。また，先行研究では不十分であった農外資本による農業へ
の参入がみられ，一般農家の作物転換が困難な状況が明らかになった。 
以上のように，中国では改革開放以降都市・農村の二重構造を打破し，農民の相対的な
貧困を改善するために様々な農政改革が実行され，1990年代の後半からは農業構造の調整
が本格化した。ただし，現状では地域による格差が極めて大きく，一部の農業基盤が弱い
山間地農村は経済発展から取り残され，大きな社会的な問題となっている。特に，山間地
農村では，農家の経営農地面積が一貫に減少し，開墾面積をはるかに上回っている。さら
に，今後中国における農村インフラの整備とともに経営農地面積の減少には歯止めがかか
らないとも予想される。加えて，山間地農村では農地利用権の移動が停滞し，経営農地の
規模拡大が進んでいない。他方，山間地農村における農家では基幹労働力の農外流出に伴
い，農家労働力が質的に低下し，従来の食糧作物生産から高収益性農産物生産への転換も
できていない状況である。その結果，当該地域の農業経営は家族経営の量的・質的の衰退
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とともに農外資本の農業への参入が増えつつあり，農家はその賃労働者の地位に甘んじる
状況が明らかになった。 
本研究で得られた結果からみると，今後山間地農村の家族経営はさらなる衰退が予想さ
れ，現在実行されている農業支援政策は山間地農村の根本的な貧困問題を解決しにくいと
考えられる。加えて，隣国の日本における中山間地域の過疎化問題を念頭に入れて比較し
てみると，今後中国は日本を上回る規模で山間地農村の衰退・過疎化問題が浮上するので
はないかとも考えられる。それは，両国間の社会制度の差異による。特に，中国では今後
も集団所有の土地を請け負う形の家族経営が継続されると，農地を私有する日本の農家と
比較して農地への執着や土地改良への意欲が低いと考えられる。他方，退耕還林等による
山間地農村の経営農地面積の減少は，従来，農業経営を中心とした家族経営を非農業部門
への流動を促し，農家の性格を農民から賃労働者へと転換することになった。確かに，日
本でも高度成長期には農村労働力の都市への流出を促進し，農業では農家の経営規模の拡
大によって自立農家の育成を目指した。ただし，経営規模の拡大が余り進まず，兼業化が
進んだ。それによって農家の所得は向上したが，農業に関しては一定の衰退がみられ，自
給率が大幅に低下した。現在では逆に都市の若者を農村に移動させ，都市と農村の健全な
発展が求められている。ただし，この過程には約 40年間の長い年月がかかり，ようやく始
動することになった。そのため，中国でも現行の農業構造について調整を行い，都市と農
村間の健全な発展を形成する必要がある。 
他方，中国では持続的な経済成長や急速に進む都市化，グローバル化の影響により，食
生活も変化してきた。すなわち，日本と同様に食の洋風化・多様化が進行しているのであ
る。そのため，人口の増加とともに食糧作物の増産だけではなく，需要の増加が見込まれ
る高収益性農産物を選択的に拡大する必要がある。今後山間地農村で比較優位のある高収
益性農産物の生産が重要になる。 
山間地農村では，農業労働力は質的に低下する現象が発生し，農業経営により産出され
た利益の配分は農外資本へと傾斜する傾向がみられ，主導的な立場であった農家の地位が
動揺することになった。また，農家人口の出稼ぎや高齢化とともに農外資本がますます台
頭するのではないかとも考えられる。確かに，村の単位からみると大きな差異はないが，
個人農家は経営の主導権を失うことになる。特に，本研究で提示したインフラの整備に伴
う優良農地の減少はそのことを促進させることになる。 
このように，先行研究では提示してなかった山間地農村における経営農地の客観的な圃
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場の条件を考慮しながら利用権移動の阻害要因に関する分析や農業経営の転換過程を考慮
し，食糧作物から高収益性農産物への経営転換が困難である理由に対する実証的なデータ
分析は，中国の山間地農村における農地利用の状況や利用権市場の展開について把握する
とともに，家族経営および高収益性農産物経営の参入者を対象として分析を蓄積したこと
となり，山間地農村の実情に適した農政改革の展開を促進することに資するとも言えよう。 
本論文では，農業の変容過程について，農家のミクロデータを利用した実証分析を行っ
たが，残されている課題も多い。特に，調査地のような山間地農村では退耕還林を行った
ものの，傾斜畑地は依然として多く存在している。また，政府は 2015 年 12 月に「新退耕
還林還草規模拡大についての通知」を公表し， 2016年から 2020年まで約 283万 haの農地
が退耕還林の対象となり，前回と同規模の広さである。つまり，山間地農村の経営農地が
さらなる縮小する見込みであり，農家の経営農地の利用に関しても変化が求められる。現
状では農家間の連携による組織化の形成と共同生産・販売の動きもあり，山間地農村にお
ける農家の就業選択も多様化になっていることが分かる。また，これらの農家労働力を当
該地域に定着させることは山間地農村の発展に関しても極めて重要であろう。つまり，賃
金水準を考慮した山間地農家の就業選択について把握する必要もあるが，その点に関して
は今後の課題とする。 
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SUMMARY 
The Transformation of Agricultural Practices of Mountainous Areas in China -Focusing 
on the Role of Family Farms and External Capital in the Entry into Agriculture in 
Jilin Changbai County 
Quan Yong (Graduate School of Agriculture,Tokyo University of Agriculture) 
 
This paper examines the changes in area of cultivated farmland per individual farmer, 
conditions of arable land and the situation for the transfer of land usage rights in rural 
mountainous communities in China where agriculture and forestry remain the leading 
industry.  Factors for analysis include the stagnation in the transference of agricultural 
land use rights, the decline in family farm management and the influx of external 
capital for agricultural use.    
The results show that in mountainous agricultural areas, area under cultivation 
continues to decline far beyond that of reclaimed farmland.  Of particular significance 
is the increased loss of not only marginal or mountainous agricultural land to forest 
reclamation, but also the loss of flat arable land to construction projects.   Due to the 
expected proliferation of rural infrastructure development, it seems unlikely that this 
rapid decline in cultivated agricultural land will be halted in the foreseeable 
future.  Furthermore, this decline has resulted in the decrease in collaborative 
agricultural arrangements between families whose agricultural incomes currently 
comprise of 20% of their total annual income.  Likewise, as the transference of 
farmland usage rights stagnates, the scale of cultivated farmland managed per farmer 
has not increased.  Some farmers in these rural mountainous areas attempted to adopt 
the cultivation of highly profitable crops as an alternative to traditional food crop 
production, however rather than contributing to the alleviation of poverty in the region, 
it increased the prevalence farmers in the area being hired for labour.   
Additionally, in farming households the labour force is increasingly aging and more 
female, which indicate an exodus of the male workforce and the decrease in value of 
farm labour.  In addition, despite the decline in food crop management revenue, and 
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the increase in profit of high value specialized crops being high, conversion from 
traditional food crops to high value specialized crops was not uniformly adopted.  This 
can be attributed to the high cost and high risk of conversion.  Further, the political 
support of local governments played a crucial role for facilitating entry.  This study 
revealed that rather than farmers from within the rural communities converting their 
family managed farms to specialized high value crops, it was new entrants into the 
agricultural sector, facilitated by local governments that have led this transition. 
Indeed, the decline of family managed farms and increase in farm labour in the area 
point to a migration from farmers working and managing their own farms to working as 
farm labourers on converted farms managed by new entrants into the area.  Thus, the 
increase in conversion from traditional crops to high value specialized crops in rural 
mountainous villages did not contribute to the improvement of living conditions for local 
residents.   
In China, various reforms of agricultural management were implemented to break 
down the disparity between urban and rural areas.  These reforms, implemented in the 
latter half of the 1990’s, were aimed at improving poverty levels of farmers.  Despite 
these large adjustments to the agricultural system, rural mountainous areas where this 
economic disparity is particularly pronounced, continue to be left behind.   
Results from this study indicate that the decline in family management of rural 
mountainous areas will continue to decline in the future due to the challenges that 
agricultural support policy is facing in addressing fundamental issues of 
poverty.  Additionally, by examining the parallels in the issue of depopulation in rural 
and mountainous areas faced by neighbouring country Japan, it can be forecasted that 
China will be confronted with similar challenges but on a greater magnitude in the 
future due to differences in the social system between the two countries.  In particular, 
the difference in land ownership structures between the two countries, the group-owned 
but family managed system in China in contrast to the privately owned farmland in 
Japan, leads to differing levels of motivation for land improvement.  Furthermore, 
China’s current decline in cultivated farmland in rural and mountainous areas and the 
resulting emigration of labour to non-agricultural sectors mirrors the rural to urban 
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migration of labour which occurred in Japan during industrialization.  Japan is now 
undertaking efforts to encourage young people in urban areas to return to rural 
areas.  However, this process- the migration from rural to urban, deterioration of rural 
communities and subsequent political initiative to reverse this process- has taken the 
greater part of 40 years.  China needs to act now should it want to form better 
urban-rural cohesion.   
Previous studies of rural mountainous areas do not take into account the role of 
farmland management and ownership structure when determining inhibiting factor for 
the transfer of land usage rights and the conversion from traditional agricultural crops 
to high value specialized agricultural products.  This study uses empirical data to show 
the barriers farmers in rural mountainous areas face when considering the transfer of 
land usage rights and transitioning from traditional agricultural crops to high value 
agricultural products which will in turn promote the development of appropriate 
agricultural policy reform needed to redress the current economic situation of rural 
mountainous areas in China.   
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なりたっています。その過程において，長白県農業局や馬鹿溝鎮政府の方々からは，調査
地の村を紹介してください，ご多忙中にも関わらず現地調査に同行していただき，誠にあ
りがとうございました。 
大学院在籍中，諸先輩方には大変なお世話になりました。特に于蓉蓉様と呉双様に論文
の内容，表現の仕方にアドバイスをいただきました。同級生の董喆様には勉強と生活面で
も，お手伝いいただきました。また，後輩のEmi Do様からは英語も教えて頂きました。こ
れら先輩と後輩たちの助力に対して，重ねて深くお礼を申し上げます。 
最後に，私の研究を温かく見守ってくれた両親，及び親戚，友人に心より深く感謝した
いと思います。 
 
 
2018年 3月 1日 
全 勇 
 
